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町民の皆さまへ 
 （「双葉町復興まちづくり計画（第二次）」の策定に当たって） 

 
 東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故から、５年９か月が経過しました。町民の皆さまにお

かれましては、震災及びその後の避難先で無念の思いの中で亡くなられた皆さまのご冥福をお祈りしま

すとともに、今なお苦しい、先が見えない避難生活を強いられている町民の皆さまに対し、衷心よりお

見舞い申し上げます。 
 また、双葉町民○○名が全国○都道府県、○市町村に避難する中、避難先自治体の住民の皆さまをは

じめ、関係機関の震災当初からの多大なご支援、ご協力に感謝申し上げます。 
 
 さて、「双葉町復興まちづくり計画（第二次）」については、４年計画となっていた第一次計画を、長

期ビジョンなど町の復興に係る各種計画の内容を取り込みながら策定いたしました。特に、平成２８年

８月３１日に原子力災害対策本部復興推進会議において、「帰還困難区域の取扱いに関する考え方」が

決定されたことから、帰町に向けてより具体的な道筋もお示しすることができました。 
 
 庁内の計画策定体制として、まずは、役場の係長クラスの中堅・若手職員で構成する幹事会で、課題

や施策の方向性の整理を行い、専門的な内容に関しては有識者会議での議論を踏まえながら、副町長と

全課長で構成される「復興まちづくり計画推進会議」にて議論を重ねてきました。 
 町民意見の集約体制としては、基本目標としている「町民一人一人の復興」と「町の復興」に対応す

る形で、町民委員により構成される「人の復興部会」と「町の復興部会」を設置し、テーマを絞った重

点的な審議を行っていただきました。 
 最終的には、若者世代を中心とした直接の町民ヒアリング・住民意向調査・町民委員により構成され

る双葉町復興町民委員会からのご意見やご提言をいただき、ここに「双葉町復興まちづくり計画（第二

次）」を決定することができました。 
 
 これからの１０年は、双葉町の抱える様々な課題について、町民や地域、団体、事業者など皆さまの

英知を結集し、連携を深めながら果敢に挑戦していくことが、将来の双葉町の復興の実現につながると

考えております。 
 この「双葉町復興まちづくり計画（第二次）」の実現に向けて、町民の皆さまと共にまい進し、双葉

町の復興を町民の皆さまの目に見える形に具現化するため、全力を傾注してまいります。今後とも町民

の皆さまのご協力をお願い申し上げます。 
 
 最後になりましたが、この第二次計画の策定に当たり、貴重なご意見やご提言をいただきました、町

民並びに町議会の皆さまをはじめ、熱心にご審議いただきました双葉町復興町民委員会の皆さま、関係

各位に対しまして、心から感謝申し上げます。 

  平成２８年１２月     
双葉町長 伊澤 史朗 

はじめに 



 

 構成・⽬次

構成・⽬次   
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（１）帰還環境整備の進め方 

（２）双葉町の避難指示解除準備区域（浜野・両竹地区）に関

する考え方 

（３）帰還が可能となるまでの間における生活再建支援 

（４）双葉町全域の再興に向けて 

２．⽬標⼈⼝ 
  

「双葉町復興まちづくり計画（第
⼆次）策定にあたっての双葉町の
復興を巡る現状や基本的な考え⽅
を整理 

「帰還困難区域の取扱いに関する
考え⽅（政府⽅針）」を受け、双葉
町として、町への帰還に向けた考
え⽅を整理 

「双葉町復興まちづくり計画（第
⼆次）」が掲げる復興まちづくりの
３つ基本理念、３つの基本的考え
⽅、復興の進め⽅（場所・時間軸）
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（３）中野・両竹地区における「働く拠点」の整備 

（４）浜野地区における「発信」拠点の整備 

（５）アーカイブ拠点施設と復興記念公園の連携による情報発信 

（６）「町内復興拠点」のその他エリアでの復興への取組 

（７）関係インフラの整備 

（８）双葉町内復興拠点の整備スケジュール（イメージ） 
 
 

Ⅴ章 ⽣活再建  ＰⅤ-1

１．不⾃由な避難⽣活の改善に向けた取組 
（１）住環境の改善 

（２）双葉町外拠点の整備 

２．⾃⽴した⽣活の再建に向けた取組 
（１）生活の再建 

（２）事業活動支援と雇用の確保 

３．健康的で⽣き⽣きとした⽣活の実現に向けた取組 
（１）保健・医療・介護・福祉体制の確保 

（２）高齢者等の健康・生きがいづくり 
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１．町⺠のきずなの維持・発展に向けた取組 
（１）町民の交流機会の確保 

（２）町からの情報提供の充実・円滑化 

（３）双葉町外拠点の活用 

２．次世代を育み、ふるさとを繋いでいくための取組 
（１）双葉町を担う次世代の育成 

（２）教育環境の充実 

（３）ふるさとの荒廃の防止等 

（４）双葉町の歴史・伝統・文化の記録と継承 

（５）震災・事故の教訓と復興の過程の記録・発信・伝承 

 

「町の復興」で進める「双葉町内
拠点」の整備の考え⽅と整備イメ
ージを整理 

「⼈の復興」で進める「町⺠⼀⼈
⼀⼈の⽣活再建の実現」に向けた
取組を整理 

「町⺠のきずな」で進める「町⺠
のきずなの維持・発展」、「ふるさ
とへの思いをつなぐ」取組を整理 
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（１）関係者の連携による計画の推進 

（２）進捗管理 

２．連携・協働 
（１）国・県・周辺市町村との連携・協働 

（２）町民との協働・民間活力の積極的活用 

３．今後検討を進めるべき課題 
（１）帰還計画の作成と、防災・避難計画の見直し等 

（２）各種の公共・公益施設の再開方針の整理等 

（３）帰町を見合わせる町民への支援・情報提供の在り方 

（４）新規転入者の受入れに向けて 

（４）さらなる復興加速化に向けた取組 

4．今後の計画の⾒直しについて 
 

 

参考  Ｐ参考-1

１．参考（検討中） 
（１）帰還困難区域の取扱いに関する考え方 

（２）復興公営住宅の整備について 
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・委員会・部会での意⾒ 
・若者意⾒聴取の概要 
・平成 28 年度住⺠意向調査結果 
・有識者会議での意⾒ など 

双葉町復興まちづくり計画（第⼆
次）の施策・事業を推進する上で
の体制や課題を整理 

双葉町復興まちづくり計画（第⼆
次）に関連する参考資料を整理 
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双葉町復興まちづくり計画（第⼆次）は、双葉町の復興まちづくりや町を取り巻
く社会環境の変化等を踏まえ、「双葉町復興まちづくり計画（第⼀次）」を⾒直し、
東⽇本⼤震災及び福島第⼀原⼦⼒発電所事故からの町⺠⼀⼈⼀⼈の⽣活再建と町の
復興に向け、今後５〜10 年程度かけて町が取り組む施策を明らかにしたものです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ章  復興まちづくり計画（第⼆次） 
の策定にあたって 
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Ⅰ章 双葉町復興まちづくり計画（第二次）の 
策定にあたって  

 

1. 策定の趣旨（目的・位置付け） 

（1）目的 

○双葉町が、東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故により全町避難を強いられ

てから、５年９か月が経過しました。 

○町の 96％が帰還困難区域に指定され、そこでの活動が大きく制限されている中で、い

まだに町の復興・帰還の見通しが立たず、いまなお約７千人の町民は、全国各地で不

自由な避難生活を強いられています。こうした全国に避難している町民の声に応える

ために、町民の生活再建と町の復興を進めていくことが求められています。 

○こうした中、双葉町では、町として取りまとめた各種の復興まちづくり計画に基づき、

これらに描かれた施策の実現に向けて全力で取り組むとともに、「帰還困難区域の取

扱いに関する考え方（原子力災害対策本部復興推進会議）（平成 28年８月 31日）（以

下「帰還困難区域の取扱いに関する政府方針」という。）」の内容を踏まえつつ、町の

復興への道筋を示す双葉町の復興まちづくりに関する総合計画として、「双葉町復興

まちづくり計画（第二次）（以下「第二次計画という。」）を策定いたしました。 

○策定にあたっては、まちづくりの方向性を明確化し、帰還に向けた方向性をより具体

化するなど、町民にとって分かりやすく実効性のある計画としました。 

  



 

Ⅰ－2 
 

Ⅰ章 復興まちづくり計画（第⼆次）の策定にあたって

（2）計画の位置付け 

○これまで双葉町では、「双葉町復興まちづくり計画（第一次）（平成 25 年６月）」、「双

葉町復興まちづくり長期ビジョン（平成 27 年３月）」、「双葉町津波被災地域復旧・復

興事業計画（両竹・浜野地区復興計画）（平成 27 年３月）」、「双葉町内復興拠点基本

構想（平成 28 年３月）」、「双葉町再生可能エネルギー活用・推進計画（平成 28 年３

月）」を策定してきました。 

○第二次計画は、これまで別計画に記載していた「人の復興」と「町の復興」を同一計

画に記載し、双葉町の復興まちづくりに関する総合計画として位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

双葉町再生可
能エネルギー

活用・推進計画
（Ｈ28.3）

町
の
計
画 

双葉町の計画の策定経緯 

双葉町津波被災地
域復旧・復興事業
計画（Ｈ27.3）

︻
⼈
の
復
興
︼

︻
町
の
復
興
︼

双葉町復興まちづ
くり長期ビジョン

（Ｈ27.3） 

双葉町復興 
まちづくり計画

（第⼆次） 
（Ｈ28.12） 

 
 
 
 
 
 
 

双葉町復興 
まちづくり計画 

（第⼀次） 
（Ｈ25.6） 

双葉町復興 
まちづくり計画

（第二次） 
に基づく事業計画
（アクションプラン）

双葉町内復興
拠点基本構想
（Ｈ28.3）
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２. 双葉町の復興を巡る現状・町を取り巻く環境 

 (1) 町⺠の避難状況 

○現在（平成 28 年 10 月１日時点）の支援対象となる人口は、6,953 人です。 

○平成 28 年度の住民意向調査によると、避難先自治体は、いわき市が 32.7％、郡山市

が 10.6％、福島県外が 35.8％となっています。 

 

 (2)双葉町を取り巻く状況の変化 

○双葉町復興まちづくり計画（第一次）策定後、今もなお双葉町民は分散避難を続けて

おりますが、町では双葉町が抱える諸課題を確実に取り組みながら町民の帰還に向け

て復興を進めています。 

○双葉町を取り巻く状況の変化の主な動きについては、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
平成 25 年度
（2013 年）

平成 26 年度
（2014 年）

平成 27 年度
（2015 年） 

平成 28 年度
（2016 年）

国道６号の自由通行
（H26.9） 

常磐自動車道全面
開通（H27.3） 

双葉町を取り巻く状況の変化 

国
に
よ
る
避
難
指
⽰
と 

町(

役
場)

の
動
き 

双
葉
町
の
復
興
へ
の
歩
み

（国）双葉町の警戒区
域を帰還困難区域と
避難指示解除準備区

域に再編（H25.5）

役場本体機能を 
いわき市東田町に

移転（H25.6） 

双葉町立幼稚園・小学
校・中学校開校 

（いわき市）（H26.4）

(県)双葉町に復興祈
念公園の立地決定 

（H27.4） 

国土交通大臣が 
双葉復興ＩＣについて
連結を許可（H27.6） 

(ＪＲ)ＪＲ常磐線の
2019 年度末の 

全線開通決定（H28.4）

（県)双葉町に 
アーカイブ拠点施設の

立地決定（H28.8）

浜野地区、両竹地区
の除染終了（H28.3） 

〜 平成 24 年度 
(2012 年)  

東日本大震災（H23.3）

「さいたまスーパーアリ
ーナ」、加須市・旧騎

西高校に避難（H23.3） 

（国）警戒区域の設定
（H23.4） 

（国）「帰還困難区域の
取扱いに関する考え

方（政府方針）」 
発表（H28.8） 

JR 双葉駅西側の
約 40ha 除染開始

（H28.10） 

町
⺠
等
と
協
働
し
て

実
施
し
た
取
組

福島県郡山市に町民
施設「せんだん広場」

を開設（H26.4） 

タブレット端末（情報端
末）無料配布（H26.9）

「夢ふたば人」主催の
「双葉町ダルマ市」開

催（H26.9） 

「FM ラジオ“双葉町情
報 FM いわき発”」
放送開始（H26.4）

「つなげようつながろう
ふたばのわ」創刊

（H25.11） 

「双葉町ダルマ市」で５
年ぶりに巨大ダルマ引

きが復活（H28.2） 

記憶の町ワークショッ
プで神戸大学の学生
と双葉の街並みを再

現（H27.11～12） 
双葉町の想いをのせ
た復興ロゴマークが決

定（H26.3） 



 

 

（3） 

○空間

や原

○双葉

の測

28 年

 

 

 

 

 

 

※航空機

で大型

迅速に

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 

第１次航
（H23

参考 

双葉町内

間線量につい

原子力規制委

葉町における

測定結果）や

年の間に空

 
 

機モニタリング

型の放射線検出

に測定する手法

 
 

⽂部科学

航空機モニタ
年 4 月 29 日

原⼦⼒規

内の空間線

いては、文

委員会の歩

る航空機モ

や原子力規

空間線量が減

グは、地表面の

出器を搭載し、

法。 

 

省 放射線

タリング 
時点） 

制委員会 

線量の様⼦

文部科学省

歩行サーベイ

モニタリング

規制委員会の

減衰してい

の放射性物質の

地上に蓄積し

線量等分布

航

詳細モニ

Ⅰ－4 
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⼦ 

の「文部科

イのモニタ

グの測定結

の歩行サー

いる様子をみ

の蓄積状況を確

した放射性物質

「放射

布拡⼤サイト

福島県及
航空機モニタ

ニタリング

復興まちづく

科学省放射

タリング結果

結果（地表面

ーベイ調査結

みることが

確認するため、

質からのガンマ

射線量等分布

ト 空間線量

及びその近隣
リング（H27

（双葉町）
［平成 28 年

くり計画（第

射線量等分布

果等が公開

面から１ｍ

結果から、

ができます。

航空機に高感

マ線を広範囲か

マップ拡大サ

量（航空機

隣県における
7 年 11 月 4 日

 
7 ⽉ 20 ⽇〜

第⼆次）の策

布マップ拡

開されてい

ｍの高さの空

平成 23 年

 

感度

かつ

サイト/地理院

機モニタリン

る 
日時点）

〜21 ⽇測定

策定にあた

拡大サイト」

ます。 

空間線量率

年から平成

院地図」より

ング） 

定］

って

」

率

り



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○福島

○廃炉

出

す。

○廃炉

間に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ

島第一原子

炉の作業は

し、その後

。 

炉が完了す

にわかれて

ラム 

 

福島第⼀
力発電所の

まず、「使用

、原子炉内

るまでには

計画されて

⼀原⼦⼒発
の「廃炉」と

用済燃料プー

に溶け落ち

は 30 年から

ています。 

Ⅰ－5 

発電所の廃
とは、原子炉

ール」と呼ば

ちた燃料（燃

ら４0 年かか

ふく

（廃

廃炉に向け
炉を解体・撤

ばれる場所に

燃料デブリ）

かるとされ、

しま復興ステー

「福島第一

廃炉・汚染水対

けた国の動
撤去すること

に保管されて

を取り出す

その間の取

ーション（復興

一原発の廃炉に

東京

対策チーム会合

20

動き 
とをいいます

ている核燃

す順序で進め

取組内容は３

興情報ポータル

に向けた取組に

京電力ホールデ

合 第 35 回事務

016 年 10 月

す。 

料を取り

められま

３つの期

ルサイト） 

について」、 

ディングス 

務局会議） 

27 日より 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○中間

安全

双葉

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○中間

た土

○可燃

○福島

万

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ

間貯蔵施設

全に集中的

葉町に整備

間貯蔵施設

土壌や側溝

燃物につい

島県内の除

m3（東京ド

ラム 

中間貯蔵施
＜主な内容
■ 施設の確
■ 仮置場の

開始する
■ 福島県
■ 中間貯蔵

は、福島県

に貯蔵する

することと

では、県内

の汚泥、草

ては、原則

染土壌など

ドームの約

環境省

施設の基本的
容＞ 
確保及び維持
の本格搬⼊開
るよう政府とし
内の⼟壌・廃
蔵開始後 30

中
県内の除染に

る施設として

しています

市町村の仮

草木、落ち葉

として焼却

の発生量は

13～18 倍

中間

省除染情報サイ

的な考え⽅（

持管理は国が
開始から 3 年
して最⼤限の
廃棄物のみを貯
0 年以内に、

Ⅰ－6 
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中間貯蔵施
に伴い発生し

て、福島第一

す。 

仮置き場など

葉などを貯蔵

却し、量を減

は、減容化（焼

倍に相当）を

間貯蔵施設配

イト「除染土壌

（ロードマップ

が⾏う 
年程度（平成
の努⼒を⾏う
貯蔵対象とす
福島県外で

復興まちづく

施設 
した土壌や廃

一原子力発電

どに保管され

蔵します。

減らした上で

焼却）した後

を想定してい

配置図 

壌などの中間貯

プ） H23 年

成 27 年 1 ⽉

する 
で最終処分を

くり計画（第

廃棄物等を最

電所を取り囲

れている、除

で、焼却灰と

後で、約 1,6

います。 

貯蔵施設につい

10 ⽉策定

⽉）を⽬途と

を完了する 

第⼆次）の策

最終処分まで

囲む形で、大

除染により取

として貯蔵し

600 万 m3～

いて」パンフレ

・公表 

として施設の供

策定にあた

での間、

大熊町・

取り除い

します。 

～2,200

レットより 

供⽤を

って
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３.双葉町復興まちづくり計画（第⼆次）の策定過程 

（１）策定体制 

○第二次計画では、町民のみなさまか

ら広くご意見をいただくとともに、

有識者から専門的なご提案をいた

だくために、右図のような体制で計

画策定作業を進めました。 

○平成 28 年度の復興町民委員会は、

本委員会を３回、人の復興部会及び

町の復興部会をそれぞれ３回ずつ

開催しました。 

○また、より多くの町民のみなさまか

らご意見をいただくために、毎年実 

施される住民意向調査に加え、平成

28 年度は、７月、９月に若者を対象

とした意見聴取を実施しました。 

○庁内においては、役場の係長クラスの中堅・若手職員で構成する幹事会において、課

題や施策の方向性の整理を行いました。 

○上記各組織での議論等を踏まえ、副町長と全課長で構成される「復興まちづくり計画

推進会議」において「双葉町復興まちづくり計画（第二次）案」を取りまとめ、最終

的に町として決定いたしました。 

 

 

  

双葉町（決定主体） 

復興まちづくり計画推進会議 
 

図：復興まちづくり計画＜第二次＞の体制図

⼈の復興部会 町の復興部会 

計画案の諮問 答申 

計画案提出 

有識者会議同幹事会

復興町⺠委員会 



 

 

（２）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「人の復興

復興町⺠

第１回（7

私たちが希

第２回（9

復興へ向

・自立した

・町民のき

展に向け

・次世代を

繋いでい

第３回（1

帰還困難

府方針を踏

取組 

⼈の復興

第二次計画
若手職員中

復興まち

第１回、第

第３回（7

・JR 双葉駅

・双葉町内

第４回（8

・JR 双葉駅

・双葉町内

第５回（8

・JR 双葉駅

・双葉町内

第６回（9

・双葉町へ

・避難指示

え方 

・避難生活

必要と考

建支援 

・その他帰

の整理 

第 7 回（1

・二次計画

同幹事会

策定過程

復興まち

興部会」と「町

⺠委員会（平成

/26）：13 名 

希望を持てる今

/1）：11 名 

けた具体的な取

た生活の再建に

きずなの維持・発

けた取組 

を育み、ふるさと

いくための取組 

0/11）：10 名

難区域に関する政

踏まえた今後の

興部会（平成 2

画に関する意
中心の幹事会

ちづくり計画

●グル

・「集

・「夢

・「マ

●個別

・30～

若者

第２回 ・二次

/13）：27 名 

駅東側・まちなか

内における役場

/1）：10 名 

駅東側・まちなか

内における役場

/4）：10 名 

駅東側・まちなか

内における役場

/26）：9 名 

への帰還に向け

示解除に関する

活が続く間、特に

えられる生活再

帰還に向けた課

1/18）：9 名 

画案の内容につ

会（平成 28 年 4

程 

 

ちづくりに関

町の復興部会

成 28 年６⽉、1

今後（5～10 年後

取組について考

に向けた取組 

発

とを

名 

政

の

28 年 7 ⽉、9 ⽉

意見を集約し、
会では各テーマ

画推進会議（

ループインタ

集まれ！ふたば

夢ふたば人」（30

ママサロン（加須

別インタビュー

～40 代子育て

者意⾒聴取

計画策定プロセ

か再生ゾーンの

場機能回復の在

か再生ゾーンの

場機能回復の在

か再生ゾーンの

場機能回復の在

けた考え方 

る考

に

再

題

ついて 

4 ⽉〜11 ⽉） 

関すること、計

会」に分かれ

11 ⽉、12 ⽉：

後）のくらしを考

考える 

⽉、10 ⽉：計３

、計画案を作
マを議論・提

（平成 28 年 6 ⽉

ビュー（合計

ばっ子 2016」(小

0～40 代男性）

須市）」（40～50

ー（３名） 

中の女性(いわ

（平成 28 年 7

セスに関する確

の整備イメージ

在り方 

の方向性 

在り方 

の方向性 

在り方 

Ⅰ－8 
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計画策定に向

れ、各テーマに

計３回、35 名

考える

３回）

第１

ＪＲ双

再生

第２

ＪＲ双

る

第３

帰還

方針

町の

作成。 
提案、有識者会

⽉、8 ⽉、9 ⽉、

39 名） 

中高生・保護者

 

代女性） 

わき市・日立市)

⽉、9 ⽉） 

確認 第１

・現

・第

都市

・幹

つ

・駅

・駅

第２

・双

い

・町

援

第３

・第

い

有識者

復興まちづく

向けた検討状

について議論

名） 

回（7/21）：

双葉駅西側・新

生ゾーンの整備

回（9/2）：1

双葉駅周辺のま

３回（10/12）

還困難区域に関

針を踏まえた今

の復興部会

会議では５名

、10 ⽉、11 ⽉

者）

●対象

・全町

●調査

・震災

・将来

住⺠

回（7/15）：

現地視察 

第二次計画策定

市計画分野専門

幹事会から提出

ついて 

駅東の検討の方

駅西（新市街地ゾ

回（9/28）：

双葉町への帰還

いて 

町民のために必

援について 

回（10/27）

第二次計画骨子

いて 

者会議（平成

くり計画（第

況等について

論し、本委員

21 名（内、中

新市街地ゾーン

備方針と整備イメ

7 名 

まちづくりの具体

：14 名 

関する政府

今後の取組 

（平成 28 年 7

の学識委員が

：計５回）*11

民（3,384 世帯

項目 

前、避難先の状

に関するご意向

⺠意向調査（

４名 

定の留意点等に

門会議（8/18）

された駅東（ま

方向性、想定され

ゾーン）の考え方

５名 

還に向けた取組

要と考えられる

：５名 

子案につ

成 28 年 7 ⽉、８

第⼆次）の策

て広く町民意

員会で計画案を

中学生 2 名） 

ンとＪＲ双葉駅東

イメージを考える

体的な取組につ

⽉、9 ⽉、10 ⽉

が計画の妥当

1 ⽉現在 

帯） ※回答率 4

状況 

向 など 

（平成 28 年 9 ⽉

について 他 

：３名 

ちなか再生ゾー

れる整備方針に

方について 

組方及び課題の

る避難先での生

８⽉、9 ⽉、10

策定にあた

意見を聴取。

を答申。 

側・まちなか

る 

ついて考え

⽉：計３回）

当性を確認。

8.0％ 

⽉）

ーン）の案に

について 

整理につ

生活再建支

0 ⽉：計４回）

って



 

４. 復興ま

（１）

○第二

○第二

民並

○第二

する

 

（２）

○第二

き姿

○当面

して

 

（３）

○次の

ので

○将来

向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ

Ⅳ

まちづく

計画の対

二次計画は、

二次計画は、

並びに新たに

二次計画は、

る事業も対象

計画の期

二次計画は、

姿や目指すべ

面の５年間に

ています。 

計画の構

の図は、ⅱ章

です。 

来像を共有

けた取組を進

町の

Ⅰ章 

Ⅱ章、Ⅲ章

Ⅳ章〜Ⅵ章

Ⅶ章 

帰還
考え

復

り計画（

対象 

、町の行政

、帰還する

に双葉町に

、行政等が

象としてい

期間 

、双葉町の

べき方向を

に特に焦点

構成 

章に記載し

しながら、

進めていく

 

復

の再興 

章 

章 

還の 
え⽅ 

復興まちづ

（第⼆次）

政区及び町民

る町民、帰還

に転入する町

が主体となっ

います。 

のまちづく

を定めるもの

点を当てなが

した「基本理

基本理念と

イメージを

復興まち

３

計画の

将来

Ⅰ－9 

づくり計画

の対象・

民が避難先

還を迷って

町民を対象

って推進す

りの全領域

のです。

がら、今後

理念」など

と基本目標

を図式化し

ちづくり

３つの取
⽣活再建

の実現に

来像イメ

基本理念
基本目標

画（第⼆次

・期間・計

先として選択

ている町民及

象とします。

する事業のほ

域にわたる中

５～10 年程

ど、それぞれ

標を頂点と

しました。

の考え⽅

取組 
建 

向けて

ージ

念
標 

次）

計画の構成

択した地域

及び帰還し

。 

ほか、町民

中長期的な

程度の期間

れの考え方

して、当面

⽅ 

きずな・

３つの
視点

P 
A 

成 

域を対象と

しないと決め

民や民間企業

な目標として

間の指針とな

方の関係性を

面の復興まち

結びつき

の 
点 

D 

C 
ＰＤＣＡサイ

します。

めている町

業等が実施

て、あるべ

なる計画と

を表したも

ちづくりに

き 

クル

 

町

施

べ

と

も

に
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Ⅱ
章 

復
興
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
構
想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双葉町の復興まちづくりの基本理念である「町⺠⼀⼈⼀⼈の復興」と「町の復興」
を進めるため、「双葉町復興まちづくり計画（第⼆次）」においても、「町の再興」、
「⽣活再建」及び「町⺠のきずな・結びつき」の３つの基本⽬標の下、計画を策定
しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ章 復興まちづくりの基本構想 



 

 

Ⅱ章 
 
1. 復興ま

○「双

興像

○第二

復興

向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復興

まちづくり
双葉町復興ま

像」として、

二次計画にお

興”をめざし

けて全力で取

⽣活再
暮らし

町の再
⼦供た

“町⺠⼀

町⺠の
つなげ

まちづ

りの基本理
まちづくり

、２つの基

おいても、

して』を基

取り組んで

 

再建 
しの復興をめ

再興 
たちの未来の

⼀⼈⼀⼈

のきずな・結
げよう つな

づくり

理念と基
り計画（第

基本理念と

これらの考

基本理念とし

でいきます。

めざして み

のために 

⼈の復興

結びつき 
ながろう 双

基

基

Ⅱ－1 

の基本

基本⽬標 
一次）」に

３つの基本

考え方を踏

し、以下の

。 

みんなで頑

とりもどそ

興”

双葉町 

基 本 理

基 本 ⽬

本構想

おいて、双

本目標を定

踏襲し、『“町

の３つの基本

張ろう 双

う 美しい

“

念

標

想 

双葉町の復

めました。

町民一人一

本目標の下

双葉町 

いふるさと双

“町の復

 

復興まちづ

 

一人の復興”

下で、双葉町

双葉町 

復興” 

くりの「復

”と“町の

町の復興に

復

の

に



 

 

2. 双葉町
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町⺠のき

将来像

ふるさと
次世代に

将来像

新たにみ
魅⼒的な

将来像

新たな産
雇⽤を⽣

将来像

次代の双
貢献する

将来像

災害を克
暮らせる

将来像

町の将来像

きずなを繋

1 

と双葉町の
に引き継ぐ

2 

みんなでつ
なまち 

3 

産業を創出
⽣み出すま

4 

双葉町を担
る⼈材を育

5 

克服し安全
るまち 

6 

双葉町の

 

像 

 

繋げるまち 

の記憶を 
ぐまち 

つくりあげる
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●多様な⽴場・考えの相互理解、町⺠⼀⼈⼀⼈の選択の尊重 
震災から年数が経過する中で、町⺠の置かれている状況は様々です。町としても、町⺠⼀⼈⼀⼈
の選択を尊重しながら復興まちづくりを推進します。 

●⾏政と⺠間との協働による町⺠の⼒の結集 
双葉町の復興は、⾏政の⼒だけでも⺠間の⼒だけでも成しえません。まちづくり会社等を活⽤し
た、⾏政と⺠間との協働により、町⺠主体の復興まちづくりを推進します。 

●広域連携による双葉郡の⼒の結集 
本町を含め、双葉郡の復興に向けた取組は今後とも続きます。こうした中、周辺市町村との広域
連携を図り、双葉郡の⼒を結集した復興まちづくりを⽬指します。

●「帰還困難区域の取扱いに関する政府⽅針」を踏まえた取組 
平成 28 年８⽉ 31 ⽇に原⼦⼒災害対策本部復興推進会議において、「帰還困難区域の取扱いに関
する考え⽅」（P○ ○章○参照）が決定されました。双葉町はこの政府⽅針を踏まえた取組を進
めていきます。 

●計画的かつ段階的な取組 
双葉町に帰還可能な環境を早期に整備するため、町内全域の復興を同時に進めるのではなく、計
画的かつ段階的に取組を進めます。 
 

※帰還に関する詳細な考え⽅はⅢ章に記載しています。

3. 復興まちづくりの進め⽅ 

（１） 復興まちづくりの３つの視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）帰還の進め⽅ 
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Ⅱ章 復興まちづくりの基本構想

取組分野３【町⺠のきずな･結びつき】 
町⺠のきずなの維持･発展､ふるさとへの思いを繋ぐ  

取組分野１【町の再興】 
ふるさとへの帰還を果たし、魅⼒ある町の再興  

取組分野２【⽣活再建】 
町⺠⼀⼈⼀⼈の⽣活再建の実現  

（３） 双葉町の復興・再興に向けた３つの取組分野 

〇双葉町の将来像を思い描きながら、町の復興に向けて段階的に取り組んでいきます。 

〇双葉町への帰還が可能となるまでには、今後とも年単位の時間が必要です。そのため、

第二次計画においても、復興まちづくりの基本目標に沿い、大きく３つの取組分野に

分類して復興に向けた各種取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

― 
（⽣活再建期） 

短期 
（復興着⼿期）

中期
（本格復興期）

⻑期
（町再興期）

町⺠⼀⼈⼀⼈がそれぞれの地で⽣活再建を実現 
（例）住環境の改善、双葉町外拠点の整備、⻑期的な健康管理体制の確保 等

町⺠のきずなを維持・発展、ふるさとへの思いを繋ぐ 
（例）町⺠の交流機会の確保、次世代の育成、歴史・伝統・⽂化の記録と継承 等

安⼼して居住できる環境の整備 
(町内復興拠点の整備による町の復興の実現) 

魅⼒ある 
町の再興 

双

葉

町

の

復

興

 

 

 

今
回
の
計
画
の
主
な
対
象
範
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魅力あるふるさと双葉町の再興に向けた、まちづくりの基本的な考え方について整理。 
 

●町の再興を実現するための双葉町内復興拠点の整備に関する基本的な考え⽅ 
双葉町内復興拠点の６つのゾーンと関連インフラを段階的に整備します。 

 

 

参考 施策体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町民のきずなを維持・発展させ、次世代を育み、ふるさとを繋いでいくための取組について整理。 
 

●町⺠のきずなの維持・発展に向けた取組 
双葉町とのつながりを保ちながら、安心した生活を送れるようにするため、交流機会の確保や情報提

供の充実化等に引き続き取り組みます。 

●次世代を育み、ふるさとを繋いでいくための取組 
双葉町を次世代に繋いでいくために、双葉町を担う人材の育成、教育環境の充実、ふるさとの荒廃防

止、歴史・伝統・文化の継承、震災・事故の教訓の伝承等に取り組みます。 

【町⺠のきずな･結びつき】町⺠のきずなの維持･発展､ふるさとへの思いを繋ぐ  

【町の再興】ふるさとへの帰還を果たし、魅⼒ある町の再興  

                      

不自由な避難生活の改善と、自立した生活を再建し、健康的で生き生きとした生活を実現していくため

の取組について整理。 
 

●不⾃由な避難⽣活の改善に向けた取組 
町民一人一人の生活再建のため、住環境の改善や双葉町外拠点の整備に引き続き取り組みます。 

●⾃⽴した⽣活の再建に向けた取組 
町民の安心した生活を確保するため、生活再建支援、雇用の確保等に引き続き取り組みます。 

●健康的で⽣き⽣きとした⽣活の実現に向けた取組 
町民のみなさまの健康的で生き生きとした生活実現のために、保健・医療・介護・福祉体制の確保、

健康・生きがいづくりに取り組みます。 

【⽣活再建】町⺠⼀⼈⼀⼈の⽣活再建の実現  
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②次世
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避難指⽰の解除は帰町をする上での最低限の前提条件であり、町への帰還に
ついては、それぞれの事情を踏まえ、町⺠⼀⼈⼀⼈が⾃らの意志で最終判断を
していただくことになります。町としても、町⺠⼀⼈⼀⼈の判断を尊重し、当
⾯は帰町を迷っている⽅や⼆地域居住を選択されるという⽅を含め、双葉町に
戻りたいとの思いがある⽅が最終的に帰町できるよう、粘り強く取り組みます。 

また、今後の帰町に向け具体的な時期が⾒えてきた段階で、双葉町への帰還
計画を別途作成いたします。 
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Ⅲ章 双葉町への帰還に向けて   
１．帰還に向けた基本的な考え⽅ 

（１）帰還環境整備の進め⽅ 

○平成 28 年８月 31 日に原子力災害対策本部復興推進会議において、「帰還困難区域の

取扱いに関する考え方」（P○ ○章○参照）が決定されました。この政府方針を踏ま

え、帰還困難区域の面的除染を始めとする新たな枠組みによる復興事業に可能な限り

早く着手できるよう、平成 29 年度のなるべく早期に、以下の構想及び計画を作成し、

国による計画の認定を求めます。 

 

①双葉町の「帰還困難区域の今後の整備⽅針等の⽅向性を定めた全体構想」 
〇上記の政府方針を踏まえ、大きく以下の枠組みにより、双葉町の復興の計画的かつ

段階的な推進を図ることを旨として作成します。 

○双葉町に帰還可能な環境を早期に整備するため、町内全域の復興を同時に進めるの

ではなく、計画的かつ段階的に取組を推進します。 

○まずは、放射線量の低減の状況を最大の基準とし、インフラ復旧状況等も踏まえつ

つ、町内を「復興拠点の候補区域（低線量区域）」と「中長期的な検討区域（高線量

等区域）」の大きく二つに区分して取組を進めます。 

○低線量区域の中には、まずは当面５年程度で重点的に取り組む「復興拠点」を設定

し、その整備計画を作成の上、国の早期認定を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②双葉町の「復興拠点整備計画」 
〇全体構想を踏まえ、双葉町の復興を効果的かつ着実に推進できる計画として策定し

ます。 

○「復興拠点」の区域設定に当たっては、魅力ある住環境と産業基盤を兼ね備えた「復

興拠点」の実現を目指し、震災前の双葉町の姿や、これまでの復興まちづくり計画

を踏まえ、町の意向を最大限尊重して計画を認定するよう、国に強く求めます。 

○整備計画の策定に当たっては、帰還目標時期及び帰還目標人口について、各事業の

スケジュールの目安や住民意向調査の結果等を踏まえ、町としての目標を示すよう

努めます。  

双葉町内復興拠点の集中整備 

双葉町内復興拠点の低線量区域への段階的な拡張 

双葉町全域の再興に向けた取組 

「復興拠点 
  整備計画」 

復興着⼿期（〜平成 30 年度頃）〜本格復興期（〜平成 35 年度頃〜）

町再興期（〜将来） 
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Ⅲ章 双葉町への帰還に向けて

（２）双葉町の避難指⽰解除準備区域（浜野・両⽵地区）に関する考え⽅ 

○双葉町の避難指示解除準備区域（浜野・両竹地区）の復興事業はすでに動き出してお

り、今後、双葉町の「働く拠点」として、帰還困難区域内の復興拠点に先駆けて整備

が進みます。 

○浜野・両竹地区の「働く拠点」としての整備が進み、その避難指示が解除されれば、

双葉町への人の流れの強化と、それに伴う町の復興加速化が大いに期待されます。 

○一方、津波被災地でもあるこの地区に、町として住宅を整備する計画は現時点ではな

く、「働く拠点」としての整備により、避難住民の帰還環境が整ったと考えることは

適切ではありません。 

○そこで、双葉町の避難指示解除準備区域については、この地域の住民が不当な扱いを

受けることが決してないよう国に強く求めながら、双葉町への人の流れを創出する

「復興の先駆け」として、この地域の町びらきに合わせた先行的な避難指示解除を目

指し、取組を推進します。 

○この避難指示解除は「働く拠点」環境整備のためのものであり、先行的な住民の帰還

を進めるものではありません。 

 

（３）帰還が可能となるまでの間における⽣活再建⽀援 

〇上記のような取組を早急に進めたとしても、町への帰還が可能となるまでには、今後

とも年単位の時間が必要です。こうした中、高速道路の無料措置、医療費の一部負担

金の減免等を始めとする生活再建支援については、ふるさと双葉町から離れた生活を

強いられる間、生活再建支援の延長･拡充等を国･県に強く求めます。 

 

 

（４）双葉町全域の再興に向けて 

〇町としても、双葉町へ帰還可能な環境を早期に整えるためには、計画的かつ段階的に

取組を推進する必要があると考えております。 

○一方、現時点では高線量な区域も含め、双葉町全域の帰還が可能となるまで、町の復

興が完全に果たされたとは言えません。 

○帰還困難区域全域の帰還環境整備・避難指示解除に向けて、町として粘り強く取り組

むとともに、帰還困難区域全域の復興・再生に責任を持って取り組んでもらうよう国

に求めます。 
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興事業を集中的

域への段階的な

興拠点」の整備
量区域に徐々に

組 

含め、双葉町全
されたとは言え
帰還困難区域全
連携しながら、
取組を推進しま

方（抜粋） 
復興推進会議）

来的に帰還困難

取り組むとの決
、可能なところ

の一日も早い復

Ⅲ－3 

ステップを

まちづくり計
」を検討し、
区域における
的に推進しま

な拡張 

備の進捗状況
に拡張します

全域の帰還が
えません。
全域の避難指
、今後の放射
ます。 

難区域の全てを避

決意の下、放射線
ろから着実かつ段

復興を目指して取

を踏みなが

計画を踏まえ
国の認定を求

る復興事業と併
ます。 

況等を踏まえ
す。 

が可能となる

指示解除への
射線量の低減

避難指

線量を
段階的

取り組

ら整備を進

中⻑期
（⾼線

え、
求
併

え、

る

の
減

進めていき

期的な検討
線量等区域

ます。 

区域
域） 
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「復興拠
（低

拠点」の候
低線量区域

Ⅲ章 双葉

候補区域
域） 

葉町への帰還還に向けて
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２. ⽬標⼈⼝ 
 
 
 
 
 
○新たな双葉町は、もともとの町民と共に、町の復旧・復興に寄与する中野地区復興産

業拠点や廃炉事業等に伴う就業者の方々も、新しい住民として迎えることになると想

定されます。 

〇住民意向調査の結果と中野地区復興産業拠点等で従事される就業者数の推計から、町

内での目標人口を 2,000 人から 3,000 人と設定いたしました。 

 
 

【町内復興拠点のエリア別⽬標⼈⼝】 
 駅西・新市街地 駅東・まちなか その他 

元々の町民 800～1000 人 300～500 人 100～200 人 

新町民（就業者等） 400～500 人 100～300 人 300～500 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⽬標⼈⼝    2,000 ⼈〜3,000 ⼈（10 年後頃） 

（算定根拠） 
目標人口の算出は、次の条件を設定して試算を行いました。 

 
平成 23 年 3 ⽉ 11 ⽇時点の⼈⼝（Ａ）

7,122 ⼈
 
平成 28 年度住⺠意向調査結果（Ｂ）からの推計⼈⼝
（内訳） （Ｂ） （Ａ）×（Ｂ）
戻りたいと考えている
（将来的な希望も含む） 13.4％ 954 ⼈
まだ判断がつかない 22.9％ 1,630 ⼈
 

⽬標⼈⼝算出の条件 
（内訳） ＜仮定＞  
戻りたいと考えている
（将来的な希望も含む） 

帰町率 100％
（954 ⼈×100％＝954 ⼈） 

954 ⼈

まだ判断がつかない 帰町率 50％
（1,630 ⼈×50％＝815 ⼈） 

815 ⼈

新しい住⺠ 新産業創出ゾーン、新市街地ゾーン、まちなか再
⽣ゾーンでの就業者数を 1,000 ⼈と仮定 

約 1,000 ⼈

合計  2,769 ⼈
 

⽬標⼈⼝：2,000 ⼈〜3,000 ⼈（10 年後頃）



 

 

平成

3,38

帰還

（グ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新市

○帰

の

す

○「

方

を

○ま

増

割

 
 
 
 
 
 
 
 

双葉町

○帰

の

○特

イ

 
 
 
 
 
 
 
 

 

n = 59

n = 1,3

コラ

28 年度双

84 世帯（世

に関する住

ラフの数値

市街地ゾーン

還の意向に

うち、31.6

。 

新市街地ゾ

が「医療・

必要だとし

た、必要な

進・介護予

を超える方

町を訪れた

還の意向に

うち、７割

に、双葉町

ベントなど

91 15.2

0% 1

駅西・新

ゾーンに居

386 12.9

0% 10

１か月に

１回程度

ラム① 

帰町に
葉町住民意

世帯の代表者

住民の意向は

値は、〇月〇

ン」「まちな

について、「戻

6％の方が「

ゾーン」「まち

介護施設」、

しています。

な生活関連サ

防サービス

方が必要だと

たい頻度 

について、「ま

割以上の方が

町を訪れたい

どの地域行事

2 1

0% 20%

新市街地

居住したい

駅

ゾ

20

0% 20%

に

度

２～３か

回程

に関する住
意向調査は、

者）が対象で

は次のとおり

〇日復興庁公

なか再⽣ゾ

戻りたいと考

「新市街地ゾ

ちなか再生ゾ

、「商業施設

 

サービスにつ

ス」、「公共交

としています

まだ判断がつ

が１年に１回

いと思う取組

事」と回答し

 

6.4

30%

駅東・まちなか再

ゾーンに居住した

0.5

30%

か月に１

程度

Ⅲ- 6 

住⺠の意向
平成 28 年

で、1,626 世

りです。 

公表の速報版

ゾーン」への

考えている」

ゾーン」「ま

ゾーン」で

設・食堂・コ

ついては、「

交通サービス

す。 

つかない」又

回から複数回

組・行事・イ

しています。

40% 50

再生

たい 判断が

22.4

40% 50%

半年に１

回程度

向（平成
年９月 12 日

世帯（回収率

版によります

の居住意向

」又は「ま

ちなか再生

の居住を希

コンビニエン

「役場機能窓

ス」及び「健

又は「戻ら

回、双葉町を

イベントにつ

 

40.8

0% 60%

ができない

1

% 60%

１年に

１回程度

２

Ⅲ章 双葉

28 年度）
日から９月 2

率 48.0％）

す） 

向 

だ判断がつ

生ゾーン」で

望している

ンスストア

窓口サービス

健康相談・生

ないと決め

を訪れたいと

ついて、36

70%

ど

居

8.3 4.8

70%

２～３年に

１回程度 つ

葉町への帰還

） 
26 日に実施

）の回答があ

つかない」と

での居住を希

る方のうち、

など」の生

ス」は半数近

生活相談サー

めている」と

と答えていま

6.7％の方が

15.7

80% 90%

どちらにも

居住しない 無

8 7.9

80% 90%

訪れる

つもりはない 無

還に向けて

施しました。

ありました。

と回答した方

希望していま

７割以上の

生活関連施設

近く、「健康

ービス」は 3

と回答した方

ます。 

が「お祭りや

11.8

% 100%

無回答

13.2

% 100%

無回答

 

方

ま

の

設

康

3

方

や
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帰還後の双葉町での事業再開意向 

○震災発生時に双葉町内で自営業を営んでいた方のうち、帰還後の双葉町での事業再開意向

がある方は、11.3％でした。 

○事業再開時の課題については、設備や機材などへの新たな投資（64.4％）、事業に必要な土

地や建物などの除染（51.1％）、避難指示解除時期が明確になっていないこと（46.7％）

が上位を占めています。 

 

 

被災した家屋の解体意向 

○被災した家屋の解体を希望する方は 33.6％、解体を希望しない方は 8.0％、現時点では判

断できないと回答した方は 29.7％でした。 

 
 
 
 
 
 
 
 

双葉町内に保有している⼟地・建物の今後の取扱い意向 

○町内に保有している土地・建物を売却したいという意向のある方が 18％でした。 

○また、「継続して保有したいが、第三者に管理をお願いしたい（5.4％）」、「第三者に貸与し

たい（2.5％）」と考えている方もいました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

n = 398

再開したい 判断ができない 再開するつもりはない

11.3 34.7 54.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n = 1,626

家屋の解体を

希望する

家屋の解体を

希望しない

現時点では

判断できない

家屋は

持っていない その他 無回答

33.6 8.0 29.7 12.2 6.6 9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n = 1,626

売却したい

継続して保有し、

自ら管理したい

継続して保有したい

が、自ら管理できない

ので、第三者に管理

をお願いしたい

第三者に

貸与したい

その他

現時点で

判断できない

世帯で保有している

土地・建物はない 無回答

18.0 10.6 5.4 2.5 5.0 34.3 12.6 11.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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町
の
再
興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双葉町の復興のゴールは、「ふるさとへの帰還を果たし、魅⼒ある町の再興」です。 
本章では、町の再興を実現するための主に町内における取組を整理しました。 
まずは双葉町内復興拠点から整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅳ章 町の再興 



 

Ⅳ章 
 
1. 双葉町

（１）双

○町の

や

「双

○双葉

切な

○双葉

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

発信 

働く 

住む 

 その他 

 インフラ

町の再

町内復興拠

双葉町内復

の復興を実現

「新たな生

双葉町内復

葉町の中心市

な場所です

葉町内復興拠

浜野地区

「発信」

中野・両

「働く」

ＪＲ双葉

「住む」

町内復興

アでの

関連イラ 

再興 

拠点の整備

復興拠点の

現するため

活の場」を

興拠点」を

市街地は、

。 

拠点では、

区における

」拠点の整

両竹地区に

」拠点の整

葉駅周辺に

拠点の整

興拠点のそ

「復興」拠

インフラの整

備 

の６つのゾ

め、町内の

を創出し、

を整備しま

古くから町

まず６つの

る 

整備 

における 

整備 

おける 

備 

その他のエ

拠点の整備

整備 
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ゾーンと関

線量が低い

「既成市街

す。 

町の中心で

のゾーンと

 

 

 

 

リ

関連イン

い一定の地

街地の再生」

であり、ふる

と復興シンボ

ＪＲ
新

ま
ＪＲ双葉駅東

新

再

農業
再⽣可能エ

被災

アーカイブ拠

耕

良好な

復興シンボ

フラ 

地域に「新た

と併せ、

るさとを感

ボル軸を中

新市街地
Ｒ双葉駅⻄側
新たな住宅団

まちなか再
東側地区にお

新産業創出

復興産業拠

生可能エ

業再生モデ
エネルギー活⽤

伝承・復興

拠点施設、産
復興祈念公

作再開モ

な営農環境の

関連イン

ボル軸、海岸堤

共同墓地

 

たな産業・

町の復興を

感じることが

中心に整備を

地ゾーン 
側地区におけ

団地等の整備 

再生ゾーン 
おける既成市街

出ゾーン 

拠点の整備 

エネルギー・

デルゾーン
⽤・農業再⽣

興祈念ゾー

産業・地域交流
公園の整備 

デルゾーン

のもと耕作を再

ンフラ 

堤防・防災林

地の整備 

雇用の場」

を牽引する

ができる大

を始めます

る 

街地の再⽣

・ 

ン 
への取組 

ーン 

流センター 

ン 

再開 

林の整備 

 

」

る

大

す。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新市
ＪＲ双
新たな

【住環
〇帰還

合

〇就業

〇生活

双葉町

耕作再
ゾーン
良好な営
耕作を再

市街地ゾー
双葉駅⻄側地
な住宅団地等

環境整備】 
還する町民

・戸建て） 

業者用住宅（

活関連施設 

双葉町内復興

町内復興拠

再開モデル
ン 
営農環境のも
再開 

 その

 

【拡張区域】

ーン 
地区における 
等の整備 

用住宅（集

（集合） 

興拠点

共同墓地

拠点の６

ル 

もと

その他 

の他 

 

集

住む

地 

６つのゾー

まち
ＪＲ双
市街地

【３つの
〇駅前

〇歴史

〇沿道

【３つの
〇まち

再生

〇空き

〇幹線
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再
農

新産

ーンの位

ちなか再生
双葉駅東側地
地の再⽣ 

のまちなか交流
前交流拠点 

史・文化交流

道交流拠点

の取組】 
ちなかの景観

生 

き地・空き家

線道路沿いの

再生可能

農業再生
再⽣可能エ

○再エネ発

○次世代園

○水田再生

再生可能
農業再生

産業創出ゾー
（復興産業拠点

位置と主な

生ゾーン
地区における既

流拠点】 

流拠点 

観保全と賑わ

家対策の推進

の用地の有効

新
復興

○産

○共

○産

働く

発

被災伝承
・復興祈

ゾーン

被

復

○

○

○

能エネル

生モデル
エネルギー活⽤

発電拠点 

園芸チャレン

生活用拠点等

ーン
） 

な取組 

既成

わい

効活

Ⅳ章 

新産業創出
復興産業拠点の

産業・研究・

共同事業所 

産学連携施設

発信 

伝承 
祈念
ン 

被災伝承

復興祈念

○アーカイブ

○産業・地域

○復興祈念公

ギー・ 

ゾーン 
⽤・農業再⽣

ンジ拠点 

等 

町の再興

出ゾーン
の整備 

・業務施設

設 

承・ 

念ゾーン 

ブ拠点施設

域交流センタ

公園 

⽣への取組 

ター



 

避難指示
浜野・両
業・雇用
町への人

復興着

（２）双
 

①双葉町

   次の

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

②復興着

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復
着⼿

新産業：新産
新市街地:新市

双葉町内

双葉町内

〜平

示解除準備区
両竹地区に「
用の場」を創出
人の流れを創出

着手期（～平成

双葉町内復

町内復興拠点

の３期に区分

着⼿期、本格

復興 
⼿期 

産業創出ゾーン、
市街地ゾーン、

アーカ

新

内復興拠点 

内復興拠点 

平成 30 年度

区域である
「新たな産
出し、双葉
出 

30 年度頃） 

復興拠点に

点における

分して、段

格復興期、

 

、再エネ：再生
まちなか:まちな

再エネ

カイブ

新産業  

再エネ

アーカイブ 

新産業 

度頃 
避
た
れ

「新たな
携して「
保 

本格復

における段

る段階的な整

段階的な整備

町再興期

生可能エネルギー
なか再生ゾーン、

ネ 
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避難指⽰解除
たな産業・雇
れを創出

な産業・雇用
「新たな生活

復興期（～平成

段階的な整

整備の推進

備を進めま

における取

●町⺠の
・共同

●ふるさ
・アー

●新たに
・復興

・復興

●新たな
・新産

●災害を
・海岸

・復興

・所有

去の

・町内

ー・農業再生モデ
、耕作再開:耕作

アー

除準備区域で
雇⽤の場」を

の場」と連
の場」を確

35 年度頃～）

整備の推進

進 
ます。 

取組の例 

のきずなをつな
同墓地の整備

と双葉町の記
ーカイブ拠点

にみんなでつくり
興インターチ

興シンボル軸

な産業を創出し
産業創出ゾー

を克服し安全
岸堤防、海岸

興拠点内の除

有者の同意を

の実施 

内における防

デルゾーン、伝
作再開モデルゾー

再エネ

ーカイブ

新産業

である浜野・
を創出し、双

「新た
快適な
整備 

町

進 

なげるまち 

記憶を次世代
施設、復興祈

りあげる魅⼒
ェンジの設置

となる基幹道

し継続的な雇
ンの整備 

・安⼼に暮らせ
防災林の整備

染の実施 

前提とした荒

犯・火災対策

承・祈念：被災
ーン、アーカイ

・両⽵地区に
双葉町への⼈

な生活の場」
生活を送れる

町再興期（～

代に引き継ぐま
祈念公園の整

的なまち 
置 

道路の整備 

雇⽤を⽣み出

せるまち 
備（県） 

荒廃家屋等の

策 

災伝承・復興祈念
ブ：アーカイブ

 
  

ア

に「新
⼈の流

」で安心して
るよう、環境

～将来）

まち 
整備（県）

すまち 

の解体・撤

念ゾーン 
ブ拠点施設 

再エネ

アーカイブ

新産業

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本
復興

町再

双葉町内

双葉

〜平

〜

本格 
興期 

興期 

 

  

内復興拠点 

葉町内復興拠点 

平成 35 年度

〜将来 

 

再エネ 

アーカイブ 

新産業 

 

再エネ

アーカイブ 

新産業 

度頃〜 
の

よ

ネ 
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「新たな産業
の場」を確保

「新たな⽣活
よう、環境整

●新たにみ
・公共施

・商業施

・公営住

・宅地の

・歴史あ

・空き地

・生活道

・上下水

・双葉駅

●災害を克
・双葉町

●町⺠のき
・町民向

・シンボ

●ふるさと
・歴史民

●新たにみ
・外国人

・町民交

施設の

・JR 常

・路線バ

●新たな産
・農業再

業・雇⽤の場
保

活の場」で安
整備

みんなでつくりあ
施設の再整備

施設、教育施

住宅・公的賃

の分譲 

ある建物の再

地等の活用

道路、電気・

水道の再整備

駅前広場の整

克服し安全・安
町内復興拠点

きずなをつなげ
向け宿泊施設

ボルマーク・

双葉町の記憶
民俗資料館の

みんなでつくりあ
人研究者等の

交流施設、健

の整備 

常磐線の複線化

バス・コミュ

産業を創出し
再開のための

場」と連携し

安⼼して快適

あげる魅⼒的
備、医療・福祉

施設の再整備 

賃貸住宅の整備

再建 

通信の復旧 

備 

整備 

安⼼に暮らせる
点内の除染実施

げるまち 
設の整備 

モニュメン

憶を次世代に
の整備 

あげる魅⼒的
の受入に配慮

健康増進施設

化・高速化等

ュニティバスの

継続的な雇⽤
の本格的な基盤

Ⅳ章 

して「新たな

適な⽣活を送

的なまち 
祉施設の再整

備 

せるまち 
施 

トの設置 

に引き継ぐまち

的なまち 
した生活環境

設、新たな娯楽

等高速交通網

の新設 

⽤を⽣み出す
盤整備 

町の再興

な⽣活

送れる

整備、 

ち 

境の整備

楽・観光

網の充実 

すまち 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

双葉町

●魅力

たな

と帰

がで

双葉町

新市
・住環

町主

にお

・住宅

「帰

ア」

耕作
・良好

を再

町内復興拠

力あるふるさ

な産業誘致を図

帰還する町民

できる「新たな

町内復興拠

街地ゾーン 
環境整備 
主導による復興

おける集中的な

宅団地 
帰還する町民用

」と「就業用住

作再開モデルゾ
好な営農環境の

再開 

 

拠点の６つの

と双葉町の再

図り、雇用を

民と新たな町

な生活の場」

拠点のまちづ

興・創生期間（

な宅地造成と

用住宅（集合

住宅（集合）エ

ゾーン 
のもと耕作

のゾーンと

再興に向けて

を生み出す「

民が安心して

」の２つの核

づくりの基

（～2020 年度

インフラ復旧

・戸建て）エ

エリア」に区分
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と復興シンボ

て、町の復興を

「新たな産業

て快適な生活

核の形成を目

基本的な考

度）

リ

分

ボル軸の整

を牽引する新

業・雇用の場」

活を送ること

指します。

え方

整備イメージ

新

」

と

ジ 

まちなか再
・３つのま

住宅整備

交流拠点

交流拠点

点」を整

・３つの取

「景観

生」、「空

策」、「幹

地の有効

再⽣ゾーン 
まちなか交流拠

備に合わせ、「駅

点」、「歴史・文

点」、「沿道交流

整備 
取組 
保全と賑わい

空き地・空き家

幹線道路沿いの

効活用」を推進

 

拠点

駅前

文化

流拠

い再

家対

の用

進 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新産業創出
（中野地区
・インフラ整

平成 30

・産業・研究

平成 30 年

出ゾーン 
区復興産業拠
整備（道路、

年頃完成予定

究・業務施設

年頃一部供用開

 

拠点） 
下水道等） 

定 

・産学連携施

開始予定 

設 

Ⅳ- 6 

被災伝
・アー

平成

・復興

・平

・

・海岸

平成

・海岸

平成

伝承・復興祈
ーカイブ拠点施
成 32 年頃完成

興祈念公園 
平成 27 年 4

が予定地に決

具体的な計画

岸堤防 
成 30 年頃完成

岸防災林 
成 32 年頃完成

再⽣可
農業再
・再エ

効率

再生

（太

・水田

農地

料作

・次世

新し

農型

祈念ゾーン 
施設、産業・地
成目標 

月に、双葉・

定 

区域は、今後

成予定 

成予定 

可能エネルギー
再⽣モデルゾー
エネ発電拠点 
率的な営農が将

生可能エネル

太陽光発電等）

田再生活用拠点

地を活かした農

作物や飼料用米

世代園芸チャレ

しい農業・新た

型太陽光発電等

Ⅳ章 

地域交流センタ

浪江両町にま

後、県を中心に

ー・ 
ーン 

将来にわたって

ギーによる拠

 
点 
農業再生と原風

米の作付等） 
レンジ拠点 
たな産業創出

等） 

町の再興

ター 

またがるエリア

に検討 

て困難な農地を

拠点として活用

風景の回復（燃

（施設園芸、営

ア

を

用

燃

営



 

復興

設立

（楢葉

も民間

て準備

復興

いづく

 

●

 

（３）ま
整

○これ

くと

○しか

の担

○民間

の担

りを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜活

 

イベ

空き
 

 
公的

○ソ

○ハ

コ

新

興まちづく

したまちづ

葉町）が平

間主体の復

備を進めて

興まちづく

くりなど、

（事例）⼀
「一般社

的で設立さ

活力」を取

づくりを主
 

●主な事業 

まちづく
整備・活性
れまでの双葉

という観点

かし、町民を

担い手と協

間の担い手

担い手組織

を積極的に

動の例＞ 

ベント開催、防

き地・空き家情

的事業の実施

ソフト事業 

ハード事業 

コラム③ 

き ず
新たなきずなを育

るまちづくり

・新たな街並
る事業 

・空き家・空
事業 等 

り会社は、

くり組織（

成 26 年 6

興まちづく

います。 

り会社では

町民のニー

⼀般社団法⼈
社団法人なら

された組織で

取り戻し、誇

主導する役割

り会社等
性化等 
葉町復興ま

点から計画づ

を主体とし

協働しながら

と協働して

（まちづく

推進します

防災・防犯活

情報の集約・

施、店舗の修補

ず な 
育み、にぎわいの
に向けた取組 

並みの形成に関

空き地バンク運

復

被災した自

（会社）です

月から事業

り会社「と

は、まちづく

ズに合わせ

⼈ならはみらい
らはみらい」

です。この「

誇りの持てる

割を果たして

等を活⽤

まちづくりで

づくりをし

した復興を加

らまちづく

て取り組む

くり会社等）

す。  

動、景観維持

・発信、コミ

補、農地保全

のあ

関す

運営

不安

・放
相

・生
等
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復興まちづく

自治体が出資

す。相双地域

業活動を開始

とみおかプラ

くりに関する

せた事業展開

いの取組 

は、楢葉町

「ならはみら

る魅力あるま

ています。

した、⾏

では、まち

していました

加速化する

りを進めて

ことで、復

）の組成を

持活動（除草・

ミュニティ維持

全 等 

安 ⼼
安を払しょくし、安

づくりに向け

放射線不安払
相談受付事業
生活再建支援
等 

り会社とは

資して市民主

域では、楢葉

始しています

ラス」（仮称）

ること、暮ら

開をしている

町民が主体と

い」は、理念

まちづくりを

⾏政・⺠間

ちづくりは行

た。 

るには、これ

ていく必要

復興拠点の整

を促すとと

・ごみ拾い等

持活動 等

⼼ 
安⼼のあるまち

けた取組 

拭・生活再建

サービス事業

主体の真の復

葉町の一般社

す。また、全

）を平成 29

らしの安心に

る例がありま

なったまちづ

念の基礎にあ

を目指して“新

間協働に

行政主導の

れまでの公

要があります

整備・活性

もに、町民

）、

建

業

活⼒を
ま

・生き
・生活

復興を実現す

社団法人なら

全町避難中の

9 年１月の

に関わること

ます。 

づくりを主導

ある「きずな

新生ならは”

による復興

の公共事業で

公共事業に加

す。 

性化等を推進

民主体の復興

活 ⼒ 
を取り戻し、⽣きが
まちづくりに向けた

きがいづくり事
活連絡相談員事

するために

らはみらい

の富岡町で

の設立に向け

と、生きが

導する目

な・安心・

”のまち

興拠点の

で進めてい

加え、民間

進する民間

興まちづく

がいのもてる
た取組 

事業 
事業 等 

 

け

の    

い

間

間

く



 

 

（４）町
○双葉

て、

支所

図り

○今後

当町

ける

る役

推進

 

 

 

 

○具体

町民

○その

の整

にお

○そし

る上

○また

地に

につ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双葉町

復興

町内におけ
葉町の役場機

平成 25 年

所）と３つ

りながら業務

後は、町内復

町に先立っ

る取組みを

役場機能の

進します。

体的には、ま

民の支援や

の上で、中野

整備や中野

おける回復

して、生活拠

上で必要な

た、上記のよ

に隣接する

ついて検討

内における⾏

興着手期

コ

ける役場の
機能につい

年６月に福

の連絡所

務を行って

復興拠点の

って帰還が進

を参考にしな

の回復に向け

 

まずは、コ

や町内の防災

野地区復興

野地区復興産

復を目指しま

拠点となる

な機能の町内

ような段階

現在の役場

討を進めてい

 

⾏政機能の確

 

コミュニティセ

の機能回復
いては、原子

福島県いわき

（いわき南台

ています。

整備の進捗

進む周辺の

ながら、町

けて段階的

コミュニティ

災・防犯の

興産業拠点に

産業拠点に

ます。 

るＪＲ駅周辺

内における

階的な役場機

場の移転も

いきます。

確保 

中野地
産業

本格復

センター
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復 
子力災害に

き市へ移転

台連絡所、

 

捗に合わせ

の町村にお

町内におけ

的に取組を

ィセンター

の拠点機能の

における企

における企

辺地区の避

回復を目指

機能回復に

も含め、双葉

 

地区復興
業拠点

ＪＲ双葉
駅周辺

復興期

に伴う避難指

転し、現在、

つくば連絡

せ、

ー等の既存施

の回復を図

企業活動の開

業活動等を

避難指示解除

指して取組

に向けた取組

葉町内におけ

駅東

駅⻄

以下のい

指示を受け

、２つの支

絡所、南相

施設を活用

図ります。 

開始を目安

を支える上

除を目安と

組を進めます

組と並行し

ける役場機

町再

（まちなか再

元の役場

⻄（新市街地

いずれかに機

Ⅳ章 

け、埼玉県加

支所（郡山支

相馬連絡所）

双葉町庁

用し、一時帰

安とし、町内

上で必要な機

とし、住民生

す。 

し、中間貯蔵

機能の最終的

再興期（～将

再⽣ゾーン）

場へ集約 

地ゾーン）へ

機能集約を検討

町の再興

加須市を経

支所、埼玉

）と連携を

庁舎 外観

帰宅をする

内復興拠点

機能の町内

生活を支え

蔵施設予定

的なあり方

将来）

へ集約

集約

討

経

玉

を

る

点

内

え

定

方



 

2. 双葉町
双葉町内

委員会の中

年度）」、有

基本構想を

 

（１）Ｊ

○平

中

を

〇特

の

〇中

環

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス

コ

そ

町内復興拠
内復興拠点

中に設置さ

有識者会議

を策定しま

Ｒ双葉駅

平成 31 年

中心とした、

を進めます。

特に「新市街

の整備と生活

中野地区復興

環境と確固た

主なご意

ステーション

コミュニティ

そのまま活用

自由通路自

ールにした

を作って賑

買い物でき

 

拠点の各
の各ゾーン

れた「復興

議（平成 28

した。 

駅周辺にお

（2019 年）

「新市街地

 

街地ゾーン

活関連サー

興産業拠点

たる産業基

 

 

意⾒

ンプラザは、

ィの場所とし

用してほしい

自体をショ

たり、近くに

賑わいのあ

きるとよい。

国道６号沿

ービス施設

となる道の

施設がある

ゾーンの
ンの整備の

興産業拠点

年度）によ

おける「住

度末までの

地ゾーン」

ン」について

ービスの提供

点をはじめと

基盤を備えた

交流、

して 

い。 

ッピングモ

に小さな横丁

るところで

 

沿いには、サ

設やシンボル

の駅のような

るとよい 
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の整備の⽅
の方向性につ

点部会（平成

よる議論を

住む」拠点

の運転再開

と「まちな

ては、早期

供に向けた

とする「新

た、双葉町

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施

近くにつ

駅の西側と

必須。高齢者

うにしてほ

モ

丁

で

駅

時

せ

サ

ル

な 駅

時

 

 

⽅向性 
ついては、住

成 27 年度）

を経て、庁内

点の整備

開が計画され

なか再生ゾー

期帰還を目指

た環境整備を

新産業創出ゾ

町の復興の核

施設をまとめ

つくると便利

と東側を結び

者が安全に行

ほしい。 

駅のからく

時計は復活

せたい 

駅の東側は

時間をかけて

 

 

住民意向調

）」と「町の

内における

れているＪ

ーン」にお

指し、町主

を先行的に

ゾーン」と

核の形成を

めて駅の

利 

びつける道路

行き来できる

り

さ

「古き良き街

て整備しても

若

は

あ

よ

 

調査結果及び

の復興部会

る検討・精査

ＪＲ常磐線

おける生活拠

主導により、

に推進します

と連携し、魅

を目指します

路は

るよ

街並」。

もよい。 

若者が住むに

は娯楽施設が

あったほうが

よい 

び復興町民

会（平成 28

査を加え、

・双葉駅を

拠点の整備

、住宅団地

す。 

魅力ある住

す。 

に

が

が

 

民

8

を

備

地

住



 

 

駅西は、双葉

の双葉町を

（交流施設

一時帰宅で

れる場所や

所がほしい

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-1

小売

 

葉町民のため

を作りたい 

設など）。 

病院

警察

アが

で泊ま

や集う

い。 
津

の

て利

1 
ＪＲ
新市

主なご意⾒

売施設イメージ

害公営住宅（戸

・消防署。

・商業エリ

ほしい。 

波 被 災 地 区

代 替 地 と し

利用したい。 

 

双葉駅⻄側
市街地ゾ

⾒ 

ジ（広野町：ひ

戸建）イメー

○帰還

葉駅

ます

○就業

るよ

しま

○ＪＲ

用し

公営

す。

○自宅

望す

○公共

生活

施設

泊施

側地区におけ
ゾーン 

ひろのテラス）

ジ（南相馬市）
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還町民や新

駅西口の町

す。 

業者用住宅

よう、既存

ます。 

Ｒ双葉駅に

して、早期

営住宅や公

。 

宅を失った

する町民を

共公益・商業

活関連サー

設、福祉施

施設 等）

ける新たな住

）

）

新町民の生活

町有地を中心

宅（集合エリ

存施設を活用

に近接した比

期帰還を希望

公的賃貸住宅

た等の理由に

を対象に宅地

業機能を備

ービスを先

施設、小売施

 

住宅団地等の

交流・福祉施

災害公

（い

活サービス

心に「駅前

リア）は、

用しながら

比較的空閑

望する町民

宅（集合・

により、復

地を分譲し

備えた官民複

行的に提供

施設、交流

の整備 

施設イメージ

公営住宅（集合

いわき市：下神

「ふくしま復

Ⅳ章 

ス提供拠点

前交流拠点」

就業者の受

ら住宅（集合

閑地が多いエ

民の受け皿

戸建て）を

復興拠点への

します。 

複合施設を

供します。

流施設、行政

（楢葉町：こど

合）イメージ 

神白団地） 

復興ステーショ

町の再興

として、双

」を整備し

受け皿にな

合）を整備

エリアを活

として災害

を整備しま

の帰還を希

を整備して、

（例：医療

政施設、宿

ども園）

ョン」より

双

し

な

備

活

害

ま

希

、

療

宿



 

空き地・空

ェアハウス

帰還時に活

はどうか。

帰還した

い出の神社

ていてほし

古き

ほし

メー

 

 

 

 

-2住む 

 

空き家はシ

スにして

活用して

 

町 民 グ

で 体 育

ントを

ときに思

社は残っ

しい。 

時間を

備して

き良きまちなみ

しい。川越みたい

ジがよい。 

Ｊ
ま

主なご意⾒

前田川

2 

グ ラ ウ ン ド

育 祭 や イ ベ

をしたい。 

をかけて再整

てほしい。 

みを残して

いな町のイ

Ｒ双葉駅東
まちなか再

⾒ 

川の桜並木（双

○古

○「ま

つ

の

【駅前

○「双

進

・道

・町

・ス

し

・双

【歴史

○一団

が

回

・公

・新

用

・旧

葉

成

【沿道

○一団

配

・新

再

 

東側地区にお
再⽣ゾー

双葉町） 
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き良き双葉

まちなか再

つのまちなか

の再興を目指

前交流拠点】

双葉町の新

進します 

道路を含め

町の賑わい

ステーショ

します。

双葉駅東西

史文化交流拠

団の公共・

が集い、双葉

回復します。

公共施設の

新たな町民

用を推進し

旧道からの

葉の歴史と

成します。

道交流拠点

団の町有地

配置するこ

新たな町民

再配置を検

おける既成市
ーン

葉町の街並

再生ゾーン」

か交流拠点

指します。

】 

新たな顔」の

めた駅空間を

い創出に貢献

ンプラザ双

西の自由通行

拠点】 

公益施設

葉の歴史や文

。 

の調査と補修

民ニーズに応

します。 

のアクセス改

と文化を感

 

】 

地を活用し

とで、町に

民ニーズに応

検討します。

 
市街地の再⽣

みの再生を

」では、新

点」と「３つ

 

の創出とし

を再整備し

献する施設

双葉を活用

行を確保し

を活用しな

文化に触れ

修を行いま

応じた、既

改善と旧道

感じられる町

て、公共・

に必要な機能

応じた、公

。 

⽣ 

交流拠点イ

を目指しま

新しい視点で

つの取組」

して、以下の

します。 

設の立地を推

用した交流機

します。 

ながら、町民

れられる空間

ます。 

既存公共施設

道と一体とな

町民の憩い

公益機能

能の回復を

公共公益施設

メージ 

す。 

である「３

により、町

の取組を推

推進します

機能の確保

民や来訪者

間や機能を

設の有効活

なった、双

い空間を形

を集積・再

を図ります。

設の集積・

 

３

町

推

す。 

保

者

を

活

双

形

再

。 



 

 

【住

【３つのま

【

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【

項⽬ 

住環境整備】 

まちなか交流拠

３つの取組】 

【住環境

就業者用
（集合）

ア 

帰還する
住宅（集
建て）エ

ＪＲ双葉駅

○

○

○

拠点】 

○

○

○
周

○
  

○
  
○
  

 

【ＪＲ双葉

境整備】 

駅前

住宅
エリ

る町民用
集合・戸
エリア 

双

新市街地 
ゾーン 

駅周辺におけ

○駅⻄・新市街
インフラ復旧を

○災害公営住宅
⽤住宅エリア

○「帰還する町
○住宅整備に合

点」の３つの交
○「駅前交流拠

連サービス提供
○３つの交流拠
周辺の拠点を結

○まちなかの景観
旧道や前⽥
観の保全と賑

○空き地・空き家
空き地・空き

○幹線道路沿い
広域的な交
環境を踏まえ

葉駅周辺のま

【３つ

前交流拠点
双葉駅 
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ける「住む

街地ゾーンは、
を進め、住環境
宅等による「帰
」に区分した住
⺠⽤住宅エリ
合わせ、「駅前
交流拠点を整

拠点」の駅⻄側
提供の拠点として
拠点をつなぐ動
結ぶ道路環境
観保全と賑わ
川沿いを中⼼
賑わいの再⽣を
家対策の推進

き家情報の整理
いの⽤地の有

交通ネットワーク
えた施設の⽴地

まちづくり

つのまちなか交

歴史

まち

む」拠点整備

整備⽅針や
町主導で復興
境を先⾏整備
帰還する町⺠⽤
住宅団地を整備
ア」は、地区内

前交流拠点」、
整備。 
側については、駅
て先⾏整備。

動線として、JR 双
境を再整備。
い再⽣ 

⼼に、住⺠・事業
を⽬指す。 

進 
理・発信や、空
効活⽤ 

クを形成する幹
地を⽬指す。

りの考え⽅

交流拠点】 

沿道交流拠

史・⽂化交流拠

ちなか再生
ゾーン 

備の考え⽅

や機能等
興・創⽣期間に
。 

⽤住宅エリア」と
備。 

内外の町⺠を対
「歴史・⽂化交

駅⻄・新市街地

双葉駅の東⻄

業者・⾏政の協

空き地・空き家の

幹線道路沿いに

（模式図）】

拠点

拠点

まちな

空
幹線道

Ⅳ章 

⽅】 

における集中的

と、社員寮等に

対象に整備。 
交流拠点」、「沿

地ゾーンの住⺠

⻄を結ぶ⾃由通

協働による双葉

の有効活⽤に

に、⼈の往来と

】 

 

 

【３つの取

なかの景観保全

空き地・空き家対
道路沿いの⽤地

町の再興

的な宅地造成と

による「就業者

沿道交流拠

⺠への⽣活関

通路や双葉町

葉を感じる景

に向けた検討。

周辺の施設

組】 

と賑わい再⽣

対策の推進
地の有効活⽤

と

者

町



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＪＲ

●平成 31

いるＪＲ

めます。

●特に「Ｊ

帰還を目

サービス

●中野地区

と連携し

葉町の復

ＪＲ双

【住環境
○駅西

生期
フラ復

○住宅
民用
ア」に

○「帰還
してい
ない町

 
 
 
 
 

 
【３つの
○住宅

拠点
組みま

○特に
地ゾー
て、先

○また、
東西
を結ぶ

  
 
 
 
 

【３つの

 ○まち
  住民

中心
わい

 ○空き
  空き

効活
 ○幹線
  広域

人の
指し

歴

双葉町駅周

1 年（2019

Ｒ常磐線・双

 

ＪＲ双葉駅西

目指し、町主

スの提供に向

区復興産業拠

し、魅力ある

復興の核の形

双葉駅周辺

境整備】 
・新市街地ゾ
間（～2020 年

復旧を進め、住
団地は、大き
住宅エリア」と

に区分し、整備
還する町民用住
いた町民だけ
町民の受け皿

のまちなか交流
整備に合わせ
」、「沿道交流
ます。 
「駅前交流拠
ーンの住民へ

先行的に整備
、３つの交流拠
を結ぶ自由通
ぶ道路環境を

の取組】 

ちなかの景観保
民・事業者・行
心に、まちなか
いの再生を目指
き地・空き家対

き地・空き家情
活用に向けた検
線道路沿いの
域的な交通ネッ
の往来と周辺の
して取り組みま

歴史・⽂化交
点

帰還する町
住宅（集合

て）エリ

 

周辺のまち

9 年）度末ま

葉駅を中心と

西側・新市街地

主導により、

向けた環境整備

拠点をはじめと

住環境と確固

形成を目指しま

のまちづく

ゾーンにおいて
年度）における
住環境の整備

きく、災害公営
と、社員寮等

備を進めます。
住宅エリア」は
ではなく、様々

皿となるよう、整

流拠点】 
せ、「駅前交流

流拠点」の３つ

拠点」の駅西側
への生活関連

備を進めます。
拠点をつなぐ

通路をはじめと
を再整備します

保全と賑わい
行政の協働によ
かにおける双葉
指して取り組み

対策の推進 
情報の整理・発

検討に取り組
の用地の有効活

ットワークを形
の施設環境を

ます。 

駅前交流拠

交流拠

町民用
・戸建
ア 

づくりイメ

までの運転再

とした、生活

地ゾーン」に

住宅団地の整

備を先行的に

とする「新産

固たる産業基

ます。 

くりの基本

て、町主導によ
る集中的な宅

備を先行的に推
住宅等による
による「就業
 

は、もともとこの
々な理由によ
整備を進めま

流拠点」、「歴
つの交流拠点

側については、
連サービス提
 

ぐ動線として、
として、双葉町

す。 

い再生 
より、旧道や前
葉を感じる景観
みます。 

発信や、空き地
組みます。 

活用 
形成する幹線
を踏まえた施設

拠点 

沿道交流拠

就業者用
（集合）
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メージ 

再開が計画され

活拠点の整備を

については、早

整備と生活関

に推進します

産業創出ゾー

基盤を備えた、

本的な考え方

より、復興・創
宅地造成とイン
推進します。
る「帰還する町
者用住宅エリ

の地区に居住
より自宅に戻れ
ます。 

歴史・文化交流
の整備に取り

駅西・新市街
供の拠点とし

JR 双葉駅の
町周辺の拠点

前田川沿いを
観の保全と賑

地・空き家の有

線道路沿いに、
設の立地を目

拠点

用住宅
エリア

れて

を進

早期

関連

。 

ン」

、双

方

創
ン

町
リ

住
れ

流
り

街
し

の
点

を
賑

有

、
目

就業者
・就業

を活

帰還
・早期

う
戸

・自
の

まち

 
 

 
景観の
・旧道
・住民
賑わ
・ダル
・商店

双

住

住民
地に
なか

者用住宅（集合
業者の受け皿

活用しつつ、住

する町民用住
期帰還を希望
、災害公営住
建て）を整備 
宅を失った等
帰還を希望す

なかの景観保全

の保全に向けた
道のランドマー
民同意に基づ
いの再生に向
ルマ市等の伝統
店の新規立地

葉駅西口中

住宅団地イメ

民・事業者・行政
における双葉を感
かの賑わい再生

合）エリア 
皿となるよう、
住宅団地（集合

宅（集合・戸
する町民の受
宅や公的賃貸
 
の理由により
る町民を対象

全と賑わい再

た取組 
ーク的な施設
く、緩やかな
けた取組 
統行事やイベ
・再開、市場

心核イメージ

メージ 

政の協働により、
感じる景観の保

生に向けた取組 

既存施設
合）を整備

建て）エリア
け皿となるよ
住宅（集合・

、復興拠点へ
に宅地を分譲

生

の保全 
まちなみ保全

ントの再開 
等の定期開催

ジ 

、既成市街
保全と、まち

 



こ

今 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の図は、今後

今後、具体的な

駅前交
   官民
・公共公
 生活関
 （例：
    

   「双
・道路を含
・町の賑わ
 （例：小
・ステー
・東西の

駅東 

駅西 

空き地・空き
・関係する地
・空き地・空
・空き地の整
 （例：公営
・空き家の整

（例：交流

後５～１０年程

な工程を整理し

交流拠点 

民複合施設を中
公益・商業機能
関連サービスを

医療施設、福
行政施設、宿

双葉町の新たな
含めた駅前空
わい創出に貢献
小売施設、飲食
ションプラザ双
自由通行の確保

き家対策の推進
地権者の意向の
空き家情報の整
整理・集約化に
営住宅、公的賃
整理・有効活用
流施設）  

前田川沿
・前田川

て、ま
 （例：遊

程度かけて達成

し、当面の暫定

中心とした生活
能を備えた官民
を先行的に提供
福祉施設、小売
宿泊施設 等）

ＪＲ双葉駅の西
「町の新たな顔

な顔」の創出 
間の再整備（例
献する施設の
食施設、娯楽施
双葉を活用し
保（例：エレ

進 
の早期把握 
整理・発信 
による有効活用
賃貸住宅） 
用の検討 

沿いの景観再生
川などの桜並木
まちの景観環境

遊歩道 等）

幹線道路
 
 
 
・広域的

踏まえ
 （例：
    

成を目指してい

定的な施設配置

活関連サービス
民複合施設を整
供 
売施設、交流施

 

西側・東側の連携
顔」となる賑わい

例：循環バス､
立地の推進 
施設、横丁 等
た交流機能の確
ベーター､店舗

用 

広域的な
路沿いの
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生
木を保全再生し
境整備を推進

双葉町役場
（本庁舎）

有効活用を検

路沿いの用地の

的な人の往来と
えた施設の立地

商業施設、飲
生活関連施設

いく最終的なイ

置の検討を含め

スの提供
整備し、 

施設、 

携により、
い空間を創出

､駐車場 等）

等） 
確保 

舗の併設 等）

な交通ネットワー
の用地の有効活

し

場

検討

の有効活用 

と周辺の施設環
地を推進 
飲食施設、宿泊
設 等）

歴史・

・公共施
・新たな
 （例：

   
・旧道か
・旧道と
 られる

一団の公共
い、双葉の

沿道交
一団の町
することで

・新たな
再配置

 （例
能、商

・必要

体育館

イメージ図です

め、計画的に取

ークを形成する幹
活用に向けた取

ふるさ

環境を

泊施設、

⽂化交流

施設の調査・補
なニーズに応じ

町民グラウン
図書館・歴史

からのアクセス
と一体となった
る町民憩いの空

共・公益施設を
の歴史や文化に

交流拠点 

町有地を活用し
で、町に必要な

なニーズに応じ
置 
：行政機能、交
商業機能、健康
に応じ、土地

・公民館周辺 

す。 
取組を進めます

幹線道
取組 

Ⅳ章 

さと通りイメー

流拠点 

補修 
じた、既存公共
ンドの一部の公
史民俗資料館の
ス改善 
た、双葉の歴史
空間の形成 

を活用しながら、
に触れられる空

し、公共・公益機
な機能の回復を

じた、公共・公

交流機能、医療
康増進機能 等

地の高度利用に

す。 

町の再興

ージ 

共施設の有効活
公園化 
の再編 等） 

史・文化を感じ

町民や来訪者
間や機能を回復

機能を集積・再配
図る

益機能の集積

療機能、福祉機
等） 
ついて検討

活用

じ 

者が集
復

配置

・

機



 

（２）Ｊ

○Ｊ

開

田

○今

に

目

て

○Ｊ

域

○こ

ン

て

双

開

○ま

け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 

Ｒ常磐線

Ｒ常磐線の

開されており

田－小高間を

今年３月に国

において、帰

指す」との

ても、全線開

Ｒ双葉駅の

域の除染が進

こうした中、

ンパクトな生

ては、今後と

双葉駅東側の

開に向けた環

また、ＪＲ常

けた検討を推

 
 
ＪＲ常磐

線の復旧と

の不通区間

り、原発事

を除き運行

国やＪＲ東

帰還困難区域

の方針が示

開通の目途

の周辺は自

進めば、線

町として

生活拠点の

とも国やＪ

の区域の早

環境整備を

常磐線の東

推進します

線（避難指

とＪＲ双葉

間については

事故に伴う避

行が再開され

東日本から出

域内を通過

示されたこと

途が明らかに

然減衰等に

線量はさらに

て、ＪＲ双葉

の形成を進

Ｒ東日本と

早期除染の実

を推進します

東西エリアの

す。 

 

 

指⽰区域内
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葉駅 

は、避難指

避難指示区

れています

出された「

過する浪江

とにより、

にされまし

により線量

に下がって

葉駅を中心

進めていく

と協議を深

実施等、駅

す。 

の人の動線

福島復興加

）の開通等

指示の解除を

区域内の路線

す。 

ＪＲ常磐線

－富岡間の

ＪＲ双葉駅

した。 

量がすでに相

ていくことが

心とするコ

に当たっ

深め、ＪＲ

駅の供用再

線確保に向

加速への取組

等の⾒通し

を追いかけ

線は、平成

線の全線開通

の「平成 31

駅を含む残

相当低下し

が見込まれ

（平成 28 年

 

 

（復興庁資

ける形で順次

成 28 年 12 月

通の見通し

年度末まで

残りの不通区

しており、今

れます。 

10 月 復興庁

写真（予定

資料） 

次運行が再

月現在、竜

しについて」

での開通を

区間につい

今後、駅周

ＪＲ双葉駅

庁福島復興局）

定） 

 

再

竜

」

を

い

周

駅 



 

Ⅳ- 16 
 

Ⅳ章 町の再興 
 

 

他市町と同じものは

作らないでほしい。 

早く立ち上がれ

ば、住宅街が建

ちやすい。 

新産業へのサポ

ートもきちんと

してほしい。 

早く復興の「のろし」

をあげてほしい。 

（３）中野・両竹地区における「働く拠点」の整備 

 

 

 

○双葉町の「働く拠点」として、「中野地区復興産業拠点」

の整備に全力で取り組みます。 

○中野地区復興産業拠点は、町域の 96％が帰還困難区域

に指定され、震災から５年９か月が経過した今もなお全

町避難が続く双葉町の復興の先駆けとなるものであり、

その整備を早期かつ確実に推進することにより、復興を

遂げる町の姿を目に見える形で広く発信していきます。 

○中野地区復興産業拠点については、海岸堤防が完成する

平成 30 年頃には企業活動が開始できるよう、基礎的イ

ンフラ（電気、上下水道、道路等）の整備と企業誘致を

進めます。 

 

 

【新産業創出ゾーン（中野地区復興産業拠点整備方針）】 

項目 整備方針や機能等 

【産業・研究・業務施設】 
〇民間企業に賃貸する産業用地 

・福島第一原子力発電所の廃炉・除染・インフラ復旧等に従事する事業所向けの
立地促進と基盤整備（産業団地整備・インフラ整備等） 
・東京電力復興本社の誘致 

〇民間企業が入居可能な共同事
業所（貸事業所） 

・町内事業者の事業再開や新たな民間事業者の立地支援 

【産学連携施設】 ・イノベーション・コースト構想の受け皿とした、廃炉に係る技術者研修拠点、大学
教育拠点、共同研究室など国際産学連携拠点の一翼を担う施設を誘致 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 復興産業拠点の整備 新産業創出ゾーン 

主なご意見 

-1 働く 



 

双葉町

復興産業

業用地や

あわせ

サービス

復興シン

連携施設

アーカイ

また、就

るととも
 
【産業・

○民間企

○民間企

【中核施

○産学連

○産業・

○アーカ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新産業

新産

・各施設の
・各施設の

まかなも
・今後、地

まえた見

町の「働く拠点

業拠点）には、

や共同事業所等

せて、就業者の

ス提供及び一時

ンボル軸や復興

設」を中心とし

ブ拠点施設等

就業者等の憩

もに、花きを植

研究・業務施

業に賃貸する

業が入居可能

設】 

携施設 

地域交流セン

イブ拠点施設

業創出ゾーン

【
＜
・福

＜

・町

産業創出ゾ
（「

の範囲は、大ま
の配置は、現時
もの。 
地権者の方々の
見直しが必要。

点」としての

事業再開や

等を確保しま

のサポート、

時帰宅する町

興祈念公園の

した中核施設

等）の整備を

憩いの場とな

植栽する等、

施設】 

る産業用地 

能な共同事業

ンター[被災伝

設[被災伝承

※拠点整備

※各施設の

 

ン(中野地区

産業・研究
民間企業に賃
福島第一原子力

フラ復旧等に

を図ることと

業団地整備・

民間企業が入
事業所）＞ 

町内事業者の事

の立地を支援

能な共同事業

※施設には十分

※整備規模は具

ゾーン（中野
「働く拠点」

まかな概念を示
時点における周

の意向、立地事
 

の新産業創出ゾ

や企業誘致の受

ます。 

復興祈念公園

町民に向けた

の位置を考慮

設（産業・地

を県と連携し

なる近隣公園を

景観に配慮

業所（貸事業所

伝承・復興祈

・復興祈念ゾ

備には国の交付金

の整備方針につい

区復興産業拠

・業務施設】
賃貸する産業
力発電所の廃炉

に従事する事業

し、そのための

インフラ整備

入居可能な共

事業再開や新た

するため、民間

所(貸事業所)の

分な駐車スペー

具体的なニーズ

野地区復興
」）整備方針

示したもの。
周辺の土地利用

事業者の動向、
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ゾーン（中野

受け皿として

園等への来訪

サポートのた

慮しながら、「

域交流センタ

して推進します

を合わせて整

します。 

所）  

祈念ゾーン]

ゾーン]  等

金等を活用 

いては図中に記

拠点)の整備

 
業用地＞ 

炉・除染・イン

業所の先行立地

の基盤整備（産

備等）を実施

共同事業所（貸

たな民間事業者

間企業が入居可

の整備を推進

ースを確保 

ズを踏まえて検討

興産業拠点）
針 

用予定を踏まえ

技術的観点等

野地区

て、産

訪者の

ため、

「産学

ター、

す。 

整備す

等 

記載 

備イメージ

ン

地

産

貸

者

可

討 

） 

えた大

等を踏

ジ 
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【産学連
・イノベー

受け皿

研修拠点

究室な

翼を担

連携施設】 
ーション・コー

として、廃炉に

点、大学教育拠

ど国際産学連

う施設を誘致

ースト構想の

に係る技術者

拠点、共同研

連携拠点の一

Ⅳ章 町の再興



【
①

 

 
②

 

③

 

④
 

⑤

 

 

 

 

 

風評被害

が心配。 

 

 

 

【再エネ発電
（再⽣可能
しての活⽤）
 
【⽔⽥再⽣活
（農地（⽔
業再⽣） 
【次世代園芸
（再⽣可能
した産業創出
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【次世代園芸
・新しい農業

（施設園芸、営

【以下の施設の誘
①営農型太陽光

ェアリング） 
・⽀柱を⽴て、
光発電設備等
 営農と発電事

②花きを中⼼とし
（太陽光利⽤
・双葉町の気候
ギーを活かした
施設園芸によ

③再⽣可能エネ
⽤施設 
・主に地域や周
(⽊材、稲わら
し、施設園芸
る施設を導⼊

④新たな⼀次産
・養殖施設等、
証施設と加⼯
置。 

⑤地域交流・農
次産業化関連
・地域交流や体
共同利⽤を兼
・来訪者向けの
⼩規模な⼈⼯
・両⽵・浜野地
売。 
・復興に関する

-2働く 

 

再エネと

合わせは

だが、希

専門家など、

他町から担

手を呼び込

たい。 

【再
項⽬ 

電拠点】 
能エネルギー拠

 

活⽤拠点】 
⽔⽥）を活かし

芸チャレンジ拠
能エネルギーを
出） 

再⽣
再⽣

主なご意⾒

芸チャレンジ
・新たな産業創

営農型太陽光発

誘導・⽴地を検
光発電施設（ソ

農地の上部空
等の発電設備を
事業を両⽴。 
した⼤規模施設
⽤型植物⼯場）
候特性と再⽣可
た、環境制御型
よる花き栽培。 
ネルギー（バイオ

周辺で得られたバ
ら、資源作物等

芸等へ熱や電気を
⼊。 
産業の創出 
、⼀次産業の可

⼯作業⽤の関連

農業体験学習施
連施設） 
体験学習、農業
兼ねた施設を⽴地
の葉物野菜を中
⼯光型植物⼯場
地区の⽣産物を

る情報の発信。 

2 

と農業の組み

は難しい取組

希望が持てる。 

、

い

み

再⽣可能エネ

拠点と
・耕地
ーによ

・施設
・住宅地

した農
・まとま
・将来
・燃料⽤

拠点】
活か

・津波
光発

・⽔⽥

【再⽣可能

⽣可能エネル
⽣可能エ
⾒ 

拠点】 
創出 

発電等） 

検討】
ソーラーシ

間に太陽
を設置。 

設園芸
）   

可能エネル
型の⼤規模

オマス）活

バイオマス
等)を活⽤

を供給す

可能性実
連施設を設

施設（六

業機械の
地。 

中⼼とした
場を設置。 
加⼯・販

○浜野

しい

回復

〇荒廃

①再

②再

③農

 

ネルギー・

の未整備など
よる拠点としての
の保守管理や
地周辺は、花

まりのある農地
の⾷⽤⽶栽培
⽤資源作物の
リスクの低い場
電など、新しい
再⽣活⽤拠点

能エネルギー

ルギー活⽤・
エネルギー
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野・両竹地区

農業・新た

復による、双

廃した農地の

再生可能エネ

再生可能エネ

農地（水田）

・農業再⽣モ

ど、効率的な営
の活⽤を⽬指

や草刈り等に係
花や樹⽊による修
（⽔⽥）を活

培再開に向けた
の栽培等、農地
場所では、施設
い農業・新たな
点の取組と連携

ー・農業再⽣

農業再⽣へ
ー・農業再

区では、再生

たな産業創

双葉町の復

の再生モデ

ネルギー拠

ネルギーを

を活用し

モデルゾー
整備⽅針や機

営農が将来にわ
す。(⼀部に⼤規

係る就労の機会
修景などによる

活かし、農業再
た、燃料⽤資源
地を活⽤した再
設園芸（太陽

な産業創出を⽬
携して、複合的

⽣モデルゾー

への取組 
再⽣モデ

生可能エネ

出と、農業

復興モデル構

デルとして、

拠点としての

活かした、

た農業再生

ーン整備⽅針
機能等

わたって困難な農
規模太陽光発電

会の創出。 
る住環境への配
⽣による原⾵景
源作物や飼料
再⽣可能エネル
陽光利⽤型植
⽬指す。 
的な営農と働く

ン整備イメー

デルゾーン

【再エネ発電
・効率的な営農

農地を再生

点として活

【水田再生活
・農地を活かし

（燃料作物や飼

ネルギーを活

業再生を通

構築に取り

、以下を推

の活用 

新しい産

生による原

針】 

農地は、再⽣
発電施設(メガソー

配慮。 
景回復を⽬指

料⽤⽶の作付け
ルギー拠点とし

植物⼯場等）や

く場の創出を⽬

 

ージ】 

展望拠点 

ン 

電拠点】 
農が将来にわた

生可能エネルギ

活用（太陽光発

活用拠点】 
した農業再生

飼料用米の作付

活かした新

じた原風景

組みます。

推進します。

産業創出 

原風景回復

可能エネルギ
ーラー)を設置)

指す。
けを想定。 
して位置付け。
や営農型太陽

⽬指す。 

たって困難な

ギーによる拠

発電等） 

と原風景の回復

付け等） 

 

新

景

。 

。 

陽

復



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・福島県

生可能

・201

204

を再生

・また、

の創出

 

・福島新

 

 

 

 

・双葉町

●

   

 

 

コ

2016 年

事業可

性調

福島新

県は復興の大

能エネルギ

2 年 3 月に

40年頃を目

生可能エネル

、県が推進す

出を目指す原

新エネ社会構

・再生可能

・再生エネ

・未来の新

町は、次の取

●「再生可能

○阿武隈、

・発電事

・関係省

ラム 

年度 2017 年

可能

査 
送電線

 

新エネ社会

大きな柱と

ーの拡大、

に改定された

途に福島県

ルギーから

する「イノ

原動力とし

構想実現会議

能エネルギー

ネルギーから

新エネルギー

取組が該当

能エネルギ

、双葉エリ

事業者及び

省庁等の検

年度 2018

線の敷設、風

会構想（福島

して、福島

関連する産

た「福島県再

県内の１次エ

生み出すと

ベーション

して、再生可

議では、次を

ーの最大限の

ら水素を「作

ー社会実現に

すると考え

ギー導入拡大

アの風力発

電力会社が

討会を設置

年度 2019

風力発電所の
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島新エネ社会

島を「再生可

産業の集積、

再生可能エネ

エネルギー需

という目標を

ン・コースト

可能エネルギ

をめざし、「

の導入拡大

作り」、「貯め

に向けたモデ

えられます。

大に向けた送

発電のための

が送電線整備

置し、ルート

年度 2020

の整備 

会構想実現

可能エネルギ

研究開発を

ネルギー推進

需要量の10

を設定してい

ト構想」では

ギーを重要な

「福島新エネ

を図る 

め・運び」、

デルを福島

 

送電線の増強

の送電線増強

備、管理等を

ト選定や土地

年度 ～20

現会議：経産

ギー先駆けの

を進めていま

進ビジョン

00％以上に相

います。 

は、福島浜通

な柱に位置付

ネ社会構想」

「使う」 

で創出 

強」 

強 

を行う事業体

地利用等の調

30 年度 ～

Ⅳ章 

産省） 

の地」とすべ

ます。 

（改訂版）」

相当するエ

通り地域の産

付けています

」を策定して

体を設立 

調査を実施 

～2040 年度頃

町の再興

べく、再

では、

ネルギー

産業基盤

す。 

ています。 

頃 
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（４）浜野地区における「発信」拠点の整備 

 

 

○双葉町・浜野地区は、地震・津波・原発事故の複合災害という、今般の未曾有の大災害

による被害の全てを経験した地域です。 

○このような浜野地区において、震災・事故の記録・教訓とそこからの復興のあゆみを発

信する「アーカイブ拠点施設」と、犠牲者への追悼と鎮魂や復興への強い意志の国内外

への発信等を目的とする「復興祈念公園」が連携することにより、震災・事故の記録・

教訓を確実に後世に引き継ぐとともに、このような悲劇が二度と起こらぬよう、広く国

内外に効果的な情報発信を行います。 

〇また、これらの施設に多くの人を呼び込むことによって町への人の流れを創出するとと

もに、産業・地域交流センターとも連携し、域内での人の循環を生み出し、双葉町の復

興の先駆けとなる浜野地区の賑わい創出に貢献し、町の復興を加速させます。 

【被災伝承・復興祈念ゾーン】 

項⽬ 整備⽅針や機能等

【産業・地域交流センター】 
 

・就業者を対象とした⽣活関連サービス（⼩売・飲⾷、救護等）や会議・研修の
場の提供等 

・町⺠の⼀時帰宅時の滞在・交流施設等 
・復興祈念公園等への来訪者に対するサービス提供の拠点（地場産品の販売や
福島県の⾷材を活⽤した⾷事の提供等により、産業振興・地域活性化） 

【アーカイブ拠点施設】（県） ・震災・事故の記録・教訓等を広く国内外に発信する「学び」と「交流」の場
・アーカイブ拠点施設と復興祈念公園との連携 

【復興祈念公園】（県） ・犠牲者への追悼と鎮魂や、⽇本の再⽣に向けた復興への強い意志の国内外への
発信等 

・緑地等による防災・減災機能と⼈々が周遊できる憩いの場 
・アーカイブ拠点施設と復興祈念公園との連携 

  

 被災伝承・復興祈念ゾーン  発信 



 

 

 

 

 

 

 

 

【産業・地域
・就業者を対

「産業・地

・町民の一時

・また、復興

地場産品の

（想定される
・会議室・研

滞在施設、
 

※津波被災地
想定 

【アーカ
・復興祈念

事故のア

・震災・事

する「学

訪し、交

域交流センタ
対象とした生活

地域交流センタ

時帰宅の際の滞

興祈念公園等へ

の販売や福島県

る機能） 
研究室、小売・

防災施設 等

地であるため、

 

イブ拠点施設
念公園の隣接地

アーカイブ拠点

事故の記録・教

学びの場」とし

交流できる環境

ター】 
活関連サービス

ター」の整備を

滞在・交流施設

への来訪者に対

県の食材を活用

飲食店舗、診
等 

津波避難ビル

設】 
地に、公園と連

点施設の整備を

教訓等を広く国

して、多くの人

境を創出 

ス（小売・飲食

を推進 

設等としても活

対するサービス

用した食事を提

診療所、宿泊施

ルの機能を併せ
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連携した原発

を推進 

国内外に発信

人々が町に来

食、救護等）や

活用を図り、快

ス提供の拠点と

提供する等によ

施設（短期賃貸

せ持つものとし

や会議・研修の

快適な一時帰宅

として活用し、

より、産業振興

貸住宅）、 町民

して、中層の建

の場を提供する

宅環境を実現 

アーカイブ拠

興・地域活性化

民一時

建物を

産業・地

【復興祈念公
・平成 27 年

町にまたが

定 

・具体的な計

中心に検討

Ⅳ章 

る等のための施

拠点施設とも連

化を図る 

地域交流センター

公園】 
年 4 月に、双葉

がるエリアが予

計画区域は、今

討 

町の再興

施設として、

連携しながら

（整備イメージ）

葉・浪江両

予定地に決

今後、県を



 

アーカイブ

あれば活用

人が立ち寄

るような施

も必要。 

 

 

 

 

・「世界の複

・「福島に

・「福島に心

育成等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東⽇

平成 2

の機能、

識者会議

をまとめ

基本構想

双葉町

（平成 2

を注視し

コラ

参考 1 

拠発信 

 

ブ拠点施設は必

用したい。 

きちんと

する場が

寄れ

施設
町の産

化につ

よい。

 
 

複合災害と復

しかない複合

心を寄せる人

による『復興

主なご意⾒

⽇本⼤震災・

28 年 12 月

内容等につ

議）」の理念

めた基本構想

想策定に係る

町としても、

28 年 10 月

しています。

ラム① 

「東⽇本⼤震
（H27.8 東
「２．施設整

拠点 -1 

必要。

と復興を発信

ほしい。 

産業の活性

つながれば

 

復興の記録や

合災害の経験

人々や団体と

興の加速化へ

⾒ 

アーカ

・原⼦⼒災害

月現在、福島

ついて（報告

念を具体化し

想の策定に向

る検討会議

本検討会議

月、第３回会

 

震災・原⼦⼒
東⽇本⼤震災
整備の基本理

○「世

継承

拠点

要望

議

立地

○町は

国内

に双

って

イム

○この

周辺

域交

とし

的な

 

や教訓の『未

験や教訓を生

と連携し、地

への寄与』」

カイブ拠点

害アーカイブ

島県において

告）（H27.8

し、アーカイ

向けた検討が

（平成 28 年

議に、双葉町

会議）からオ

⼒災害アーカイ
災・原⼦⼒災
理念」抜粋】
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世界初の複

承』『世界と

点施設につ

望に基づき

（平成 28 年

地が決定い

は、今般の

内外に広く

双葉町が経

てふるさと

ムの復興の

のような悲

辺に整備が

交流センタ

して、施設

な情報発信

未来への継承

生かす『防災

地域コミュニ

点施設（

ブ拠点施設

て、「東日本

8 東日本大

イブ拠点施設

が、「東日本

年 6 月、第

町へのアーカ

オブザーバ

イブ拠点施設
災害アーカイブ

複合災害と復

との共有』等

ついては、双

、「第 58 回

年 8 月）」に

いたしました

の複合災害の

継承・共有

経験している

を追われる

の進捗状況で

悲劇が二度と

が予定されて

ーとの連携

設の整備主体

信拠点の整備

承』『世界との

災・減災』」

ニティや文化

（県事業）

設基本構想策

本大震災・原

大震災・原子

設の具体的な

本大震災・原

第１回会議開

カイブ拠点

ーとして参

設の機能、内
ブ拠点施設有

復興の記録

等を基本理

双葉町が福

回新生ふく

において、

た。 

の記録・教

有するべき

る、被害の

る苦難と、

であると考

と繰り返さ

ている復興

携を考えな

体である福

備を推進し

の共有』」 

化・伝統の再

策定に係る検

原子力災害ア

子力災害ア

なコンテンツ

原子力災害ア

開催）」で行わ

施設の立地

加し、県に

内容等について
有識者会議）」

録や教訓の

理念とするア

福島県に対

くしま復興推

双葉町中野

教訓として、

きことの一つ

の広域化・長

そこからの

考えています

されることの

興祈念公園や

ながら、施設

福島県と連携

します。 

再生、復興を

検討会議（

アーカイブ拠

ーカイブ拠

ツ等について

アーカイブ拠

われており

地が決まった

における議論

て（報告） 
の 

『未来への

アーカイブ

して行った

推進本部会

野地区への

、もっとも

つは、まさ

長期化によ

のリアルタ

す。 

のないよう

や産業・地

設の立地町

携し、効果

を担う人材の

（福島県） 

拠点施設

拠点施設有

ての考え

拠点施設

ます。 

た後の会議

論の方向性

 

の

ブ

た

会

の

も

さ

よ

タ

う、

地

町

果

の



 

 

 

平成 2

連携によ

て取り組

平成 2

の編纂、

ー等に取

報発信に

組織的に

 

コラ

双

28 年度より

より、双葉町

組んでいます

28 年度にお

町内の一部

取り組みまし

に向け、今後

に取り組みま

（写真

係資

ラム② 
 

双葉町によ

り、庁内に

町としてのア

す。 

おいては、具

部区域の空撮

した。後世へ

後とも引き続

ます。 

真）福島県双

資料を将来へ

よるアーカイブ

「双葉町アー

アーカイブ事

具体的には、

撮等、文化財

への伝承と、

続き、アーカ

双葉町の東日

へ残すホーム
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ブ事業（記

ーカイブ事業

事業（記録

、震災記録誌

財のレスキュ

、効果的な情

カイブ事業に

日本大震災関

ムページより

記録・収集・整

業推進連絡

・収集・整

誌

ュ

情

に

関

り 

整理・保管等

会議」を立

理・保管等

Ⅳ章 

等） 

立ち上げ、関

等）の推進に

町の再興

関係各課の

に町をあげ



 

企業の福利

施設も必要

 

 

 

 

     

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

拠発信 

 

一時

町民

泊施

利厚生

要。 

町民の交流

ベントが出

ると良い。 

    

    

    

    

主なご意⾒

拠点 -2 

時的に集まる

民のための宿

施設が必要。 

イ

来

     

     

     

     

 

産業・

⾒ ○復興

復興

宅を

域交

○産業

携した

設も含

な機能

それに

図りま

 

【交

・

・

【総

・

・

   ・

   ・

【就

・

・

  【来

   ・

地域交流
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シンボル軸

興祈念公園

をする町民の

交流センター

・地域交流

た機能分担

含めた人の

能を持たせ

により、地

ます。 

交流機能】

屋内外の広

－周辺施設

交流サロン

総合的なサポ

小売店舗

－日用品

－地場産品

－福島県産

飲食店舗

－就業者ほ

－町民、来

－福島県産

宿泊施設

温浴施設

就業者サポー

大小の各種

簡易的な医

来訪者サポー

ツーリスト

流センター

軸沿いに、

・アーカイ

の総合的な

ーの整備を

流センターに

担、地域の防

の流れ等を意

せることを

地域交流促進

広場空間 

設との連携

ン 

ポート機能

（飲食料、

品のＰＲ・

産品のＰＲ

ほか誰もが

来訪者等が

産品の活用

・休憩施設

ート機能】

種会議室 

医療施設 

ート機能】

トインフォ

ー 

復興産業拠

ブ拠点施設

なサポート拠

を推進します

には、アー

防災拠点と

意識しなが

目指して取

進、産業振

携等による各

】 

日用雑貨等

販売 

・販売 

使える食堂

憩えるカフ

・ＰＲ 

設 

 

 

メーション

拠点におけ

設への来訪

拠点として

す 

ーカイブ拠点

としての機能

がら、概ね以

取組みを推

振興、地域活

各種イベン

等）の販売

堂空間 

フェ空間 

ン 等 

ける就業者、

訪者、一時帰

て、産業・地

点施設と連

能、周辺施

以下のよう

推進します。

活性化等を

ントの開催

売 

 

、

帰

地

連

施

う

。

を



 

 

復興祈念公

での循環バ

あるとよい

環境面で名

なるような

になってほ

 

 

 

拠発信 

 

復興祈念公

ゾーンと連

しい。 

公園ま

バスが

い。 

少

ま

て

名所と

な公園

ほしい 

モニュメ

があれば

主なご意⾒

拠点 -3 

公園と他の

連携して欲

少しでも心休

まる場となっ

てほしい 

メントと広場

ば良い 

⾒ 

復興祈

○犠牲者

強い意

園」に

福島県

島県に

くしま

双葉・

の整備

○このエ

島県に

全４回

からの

・東日

鎮

・ふ

・ふ

・復

○平成 2

検討調

催）」

業が行

整備が

○復興祈

備され

整備を

を果た

なって

 

 

祈念公園
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者への追悼

意志の国内

については

県に各１施

における復

ま復興推進

・浪江両町

備が決定い

エリアへの

における復

回開催され

の提言が、

日本大震災

鎮魂 

くしまへの

くしまの被

復興へ向けて

28 年度は、

調査有識者

において、

行われてお

が進められ

祈念公園の

れる緑地や

を推進する

たすことは

ていくよう

園（県事業）

悼と鎮魂や、

内外への発信

、国・県の

施設ずつ整備

復興祈念公園

進本部会議

町にまたがる

いたしました

の立地決定後

復興祈念公園

れ、国が策定

以下の４つ

災で犠牲とな

の想いを育

被災を将来

て取り組む

、「福島県に

者委員会（平

国による基

おり、今後、

れていく予定

の整備に当た

や、震災遺構

ことにより

はもちろん、

、関係機関

） 

日本の再

信等を目的

連携により

備されるこ

園について

（平成 27 年

るエリア（

た。 

後は、平成 2

園のあり方

定する基本

つの柱でま

なったすべ

育む 

来につなげる

ふくしまの

における復

平成 28 年９

基本構想の

基本計画

定です。 

たっては、

構である周

り、緑地等

人々が周

関に求めて

 

Ⅳ章 

再生に向けた

的とする「復

り、岩手県

こととされて

ては、「第 3

年４月）」に

（中野・両竹

27 年度にお

方検討有識者

本構想に対す

まとめられま

べての生命へ

る 

の姿を国内

復興祈念公園

９月、第１回

の策定に向け

画の策定を経

海岸防災林

周辺施設等

等が、防災

周遊できる憩

ていきます。

町の再興

た復興への

復興祈念公

、宮城県、

ており、福

9 回新生ふ

において、

竹地区）へ

おいて、「福

者会議」が

する福島県

ました。 

への追悼と

内外へ示す

園基本構想

回委員会開

けた検討作

経た上で、

林として整

と連携した

・減災機能

憩いの場と

 

の

公

福

ふ

へ

福

が

県

と

想

開

作

整

た

能

と



 

○復興

江町

で検

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年

参考資料４

参考 
 
 

興祈念公園の

町）、津波の避

検討していま

年度 第 1 回

４ 福島県にお

周辺の震

の周辺に位置

避難場所であ

ます。 

福島県におけ

おける復興祈念

災遺構等：

 

置する津波被

あった諏訪神

る復興祈念公

念公園のあり方

 

：諏訪神社
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被害を受けた

神社（双葉

公園基本構想検

方【基本構想へ

社、マリーン

たマリーンハ

町）等の震

検討調査有識者

への県提言】か

ンハウスふ

ハウス（双葉

災遺構を双

者委員会 

から一部改変 

 

ふたば、請⼾

葉町）、請戸小

双葉町・浪江

⼾⼩学校等

小学校（浪

江町の両町

等 

 



 

 

東日本

興祈念公

ています

 

「⾼

「奇跡

震災の際

地の被

ぼ消失す

高田市が

の追悼

国内外

徴となる

ています

 平成

ョップを

遺構に隣

野球場

 

宮城

東日

地区で

浜津波復

は、3,0

北側に

ます。園

景を復元

に配慮

33 年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラ

本大震災か

公園」と宮

す。 

⾼⽥松原津波

跡の一本松

際の津波に

災とともに

する甚大な

が連携し、高

と鎮魂や日

に向けて明

る「高田松原

す。 

成 28 年度

を開催して

隣接して設

・サッカー

城県⽯巻市

本大震災で

は、国と宮

復興祈念公

000 人規模

はビジター

園内の一部で

元したり、震

した基本設

（2021 年

ラム② 

岩⼿

らの復興の

城県「石巻

波復興祈念

」のある岩

より岩手県

に高田松原の

被害を受け

高田松原のあ

日本の再生に

明確に示すこ

原津波復興

には、有識

市民の思い

け、かつて

場等の運動

市「⽯巻南浜

で甚大な被害

宮城県及び石

園」の検討

模の式典がで

ーセンターと

で、市街化さ

震災前の街路

計案が検討

）予定。 

 

⼿県・宮城

の象徴となる

巻南浜津波復

念公園」（岩

手県陸前高

県内最大の被

の砂州と７万

けました。国

あった地区

に向けた復興

こと等を目的

祈念公園」

識者委員会と

いを受けて公

ての松原の復

動施設を復元

浜津波復興

害を受けた宮

石巻市の連携

が進められ

できる規模

となる中核施

される前の

路を残すな

討されていま
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城県におけ

る「復興祈念

復興祈念公園

手県陸前高田

高田市は、東

被災地となり

万本あった

と岩手県及

区に震災の犠

興への強い

的とした復

の検討が進

と津波伝承施

公園づくりに

復元とともに

元する基本設

興祈念公園」

宮城県石巻

携のもと、「

れています。

の追悼広場

施設を配置

湿地や樹林

どの地区の

ます。開園は

ける復興祈

念公園」とし

園」について

田市） 

東日本大

り、市街

松がほ

及び陸前

犠牲者へ

意志を

興の象

進められ

施設検討委員

に活かしてい

に、震災津波

設計案が検討

」（宮城県石

巻市南浜

「石巻南

中心部

場、その

してい

林地の風

の原風景

は、平成

鳥

回

委

平

興

念公園 

して、岩手県

て、基本計画

員会のほか、

います。追悼

波伝承施設と

討されていま

石巻市） 

鳥瞰図イメージ

回高田松原津

委員会 資料よ

平成28年度 

興祈念公園有識
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県「高田松原

画の検討が進

市民協働ワ

悼・祈念施設

と併せた道の

ます。 

ジ（平成 28 年

津波復興祈念公

より） 

第1回石巻南

識者委員会 資

町の再興

原津波復

進められ

ワークシ

設を震災

の駅や、

年度 第 3

公園有識者

南浜津波復

資料より 
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（５）アーカイブ拠点施設と復興祈念公園の連携による情報発信 

○ 世界の注目が日本に集まる 2020 年東京五輪の機会を活かし、アーカイブ拠点施設

と復興祈念公園の連携により、未曾有の複合災害の被災地である“FUKUSHIMA”か

ら、「ふくしま」の復興を広く国内外に発信します。 

○ それにより、町への人の流れを加速させ、町に賑わいを取り戻すとともに、国内外

からの町や県に対する風評払拭を図ります。 

 

 
 

（「復興五輪」・日本全体の祭典）  

同時に、大会の開催により、世界各国からアスリート、観客が日本に集まり、海外メディアによ

り広く報道され、世界の注目が日本に集まることになる。この機会を国全体で最大限いかし、「復

興五輪」として、東日本大震災からの復興の後押しとなるよう被災地と連携した取組を進めるとと

もに、被災地が復興を成し遂げつつある姿を世界に発信する。また、スポーツ、文化・クールジャ

パンその他の様々なイベントを通じてオールジャパンで日本の魅力を発信し大会の開催に向けた

機運の醸成を図るとともに、外国人旅行者の地方への誘客拡大による観光振興、大会に関連した事

業やイベントへの地方の企業、団体及び個人等の参画拡大等を推進する。こうした取組を通じて、

大会を国民総参加による日本全体の祭典とし、北海道から沖縄まで、全国津々浦々にまで、大会の

効果を行き渡らせ、地域活性化につなげる。 

 

 

  

参考 「2020 年東京オリンピック競技⼤会・東京パラリンピック競技⼤会の準備
及び運営に関する施策の推進を図るための基本⽅針（平成 27 年 11 ⽉閣議決定）」
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Ⅳ章 町の再興

（６）「町内復興拠点」のその他エリアでの復興への取組 

 

 

 

○ 復興ＩＣから町内復興拠点へのアクセス道路となる復興シンボル軸に沿って広が

る田畑については、地権者の営農再開意向や、双葉の玄関口となる道路の景観的な

観点を踏まえながら、花きの栽培その他再生可能エネルギー・農業再生モデルゾー

ンにおける取組の段階的な拡張を目指します。 

 

 

 

 

○ 共同墓地の予定地については、面的な土地利用とは切り離した優先的な除染を国に

求め、今年度、環境省による除染が行われています。 

○ 平成 29 年度内における供用開始を目指し、引き続き、その整備を推進します。 

 

 

 

 

○ 「復興拠点」のその他のエリアについては、町内復興拠点内の各ゾーンの整備の進

捗に応じ、地権者の方のご意向や震災前の土地利用等を踏まえながら、いずれかの

ゾーンの拡張区域として整備を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 共同墓地等の整備 -2 

 耕作再開ゾーン -1 

 町内復興拠点の各ゾーンの拡張エリア -3 
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ージ図 双
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備 

31 年度の供

し、双葉町

中浜線」「町

けます。 

携により、

整備を推進

いては、既存

向上、緊急車

域道路ネッ

幹道路となる

関係機関へ

ル軸（県道

興拠点周辺
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供用開始が

町の復興拠点

町道羽山前

ＩＣにあわ

します。

存の幹線道

車両の通行

トワークを
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へ要望をし

道井⼿・

辺の道路ネッ
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点とを結ぶ

前沼ノ沢線」

わせた供用開

道路と接続さ

行路の複線化

を形成する

道６号の４車

してきます

⻑塚線等

ットワーク

ている復興

ぶ「県道井手

」の４路線

開始を目指

させること

化、災害時

ことにより

車線化や、

。 

等）の整備

ク 

興ＩＣ（仮称

手長塚線」

線を双葉町の

指し、復興シ

とによって道

時の避難路の

り、町の交通

一般国道

備等（県・町

称）から、

「町道長塚

の「復興シ

シンボル軸

道路の回遊

の複線化等

通利便性を

２８８号の

町事業等）

 

塚

シ

軸

遊

等

を

の



 

 

 

 

 

○ 震

る

備

○ こ

囲

 

○福島県

は、浪江

震災前の

から嵩上

す。 

○海岸堤

め、福

T.P.+7.

た後の津

○その結果

160ha

囲は約

 

 

○ 海

の

 

 

 

参考 

-2イン
フラ 

震災前に 6.

る完成を目指

備が予定され

この１ｍの

囲が大幅に縮

 
 

の海岸・河

江町から双葉

の T.P.+6.2

上げし、で

防整備後の

福島県によ

.2m（従前よ

津波シミュ

果、津波によ

a）に縮小し

４割（約 5

海岸堤防に加

の整備が予定

海岸

海岸堤防
津波被害

2 

2ｍの高さ

指し、浪江

れておりま

嵩上げによ

縮小すると

河川堤防の復

葉町の海岸

2m（T.P.= 

で整備するこ

の土地利用計

り海岸堤防

より１m 嵩

レーション

よる浸水範

し、うち浸水

8ha）に縮

加え、平成

定されてお

 

岸堤防・海

整備後の 
シミュレー

で整備され

江町から双葉

ます。 

より、浸水範

とのシミュ

復旧に係る計

の堤防につ

東京湾平均

こととなって

計画を検討す

防、河川堤

上げ）で復旧

を実施しま

囲は、約６

水深２m 以

縮小しました

成 32 年頃に

おり、これ

海岸防災林

ーション 
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れていた海

葉町の沿岸

範囲、特に

レーション

計画で

ついて、

均海面）

ていま

するた

堤防が

旧され

ました。 

割（約

以上の範

た。 

における完成

により、津

林の整備

海岸堤防につ

岸にかけて

に壊滅的な被

ン結果が出

成を目指し

津波リスク

備（県事業）

ついては、平

、１ｍ嵩上

被害を生む

ています。

し、概ね 200

の更なる低
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平成 30 年度

上げした 7.
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0ｍ幅での海

低減が図ら

町の再興

度頃におけ

2ｍでの整

ｍ以上の範

海岸防災林

れます。
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範

林
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堤防・防災林 

興祈念公園 
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不⾃由な避難⽣活の改善と、⾃⽴した⽣活を再建し、健康的で⽣き⽣きと
した⽣活を実現していくための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅴ章 ⽣活再建 



 

 

Ⅴ章 
 
1. 不⾃由

○長期

希望

○住宅

らっ

して

くり

 

（１） 
住環境

（２） 
双葉町

の整

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主

町外拠

（バス

が必要

⽣活再

由な避難⽣
期的な避難生

望する場所で

宅を取得され

っしゃるため

ていくことで

を目指しま

境の改善 

町外拠点 
整備 

主なご意⾒

拠点への移動

ス・タクシー

要だ 

再建 

⽣活の改
生活が続く

で住宅を確

れた町民も

め、引き続

で、町民の

ます。 

①仮設住

②住宅の

①双葉町

②双葉町
来酒井

動手段

ー等）
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も増えてきま

続き次の施策

の皆様一人一

住宅・借上げ

の確保とスム

町外拠点の基

町外拠点の中
井地区復興公

高齢者の

確保して
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けた取組 
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活を安定さ
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継続 

ころに立地し

運行されてい

の継続と運用

仮設住

Ⅴ－2 

居期間や借

の住宅の確

に要請しま

している仮

いる「復興

用の改善に

住宅と借上
（検討中

借上げ住宅の

確保と避難生

ます。 

仮設住宅と市

興支援バス」

に取り組みま

上げ住宅
） 

の住替制限

生活中の住

市街地を結

」について

ます。 

Ⅴ章 

限等を含め、

住環境の改善

結ぶ、仮設住

ては、国・事

⽣活再建

、町民に寄

善に向けて

住宅の避難

事業者への

寄

て

難

の



 

 

 

 

 
②住宅

ⅰ 住

○自

が

囲

（

支

○特

金

る

と

※り

 

 

 

 

 

 

参考 

い

ふ

 
 

宅の確保とス

住宅・⼟地

ら住宅を再

が進むよう、

囲の判定等に

（平成 25 年

支援金の申請

特に、町が発

金が交付され

「被災者生

なるよう、

災判定は、

復興⽀援

いわきルート

くしまルー

スムーズな

地取得に関す

再建する意

町として

に関する中

年 12 月 26 日

請期間の累

発行する「

れるととも

生活再建支

申請期間

地震・津

バス ルー

ト（H28.4.1） 

ート（H24.9.17

な転居 

する⽀援 

意思を持って

も国・県に

中間指針第四

日）」におけ

累次の延長が

「り災証明書

もに、ご自宅

支援制度」に

間の延長を国

津波被害を対

ート図 

7） 

Ⅴ－3 

ている方に

に対して強

四次追補（避

ける住宅確

がなされて

書」に基づ

宅の建設（

については

国に求めま

対象として

については、

く働きかけ

避難指示の

確保損害の大

てきておりま

づき、住宅の

（建替）等の

は、活用を希

ます。 

て行われます

郡⼭ルー

、それぞれ

け、これまで

の長期化等に

大幅な増額

ます。 

の損害の程

の際には加

希望される

す。 

ート（H26.2.1

れの土地での

で、「原子力

に係る損害

額や、被災者

程度に応じた

加算支援金が

る皆様が引き

1) 

の自宅再建

力損害の範

害について）

者生活再建

た基礎支援

が交付され

き続き対象

建

範

）

建

援

れ

象



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ 仮

○仮

い

も

ま

○こ

移

 

○被災

し、

する

○基礎

支給

○この

原子

 

※1：

  暴

害を

コ

■支

 次

仮設暮らし

仮設住宅での

いる勿来酒井

踏まえ、復

ます。 

このような復

移動手段を確

災者生活再建

、都道府県が

る制度です。

礎支援金の申

給されます。

の制度は、自

子力発電所事

：自然災害 

暴風、豪雨、

をいいます。

ラム 

支援金の支給

次の基礎支援

の解消に向

の不自由な

井地区復興

復興公営住

復興公営住

確保するた

 

被

建支援制度

が相互扶助の

。 

申請期間が平

。 

自然災害※

事故による被

、洪水、高潮

。 

給額 

援金と加算支

向けた取組

な避難生活を

興公営住宅の

住宅等の恒久

住宅等につい

ため、復興支

被災者⽣活

は、自然災

の観点から拠

平成 29 年

1 により住

被害（長期

潮、地震、津

支援金の合計

Ⅴ－4 

組（公営住宅

を解消する

の平成 29
久住宅への

いては、避

支援バスの

活再建⽀援
 

災害によりそ

拠出した基金

年４月 10 日

住宅に大規模

避難）は含

津波、噴火、

計額（世帯人

宅等への⼊

るため、双葉

年度中の入

のスムーズな

避難を続ける

の運行継続を

援制度の

その生活基盤

金を活用して

まで延長さ

模半壊以上の

含まれていな

、その他の以

人数が１人

⼊居の⽀援な

葉町外拠点

入居開始が

な転居に向

るみなさま

を国・事業

概要 

盤に著しい被

て被災者生

され、生活再

の被害を受け

ないことが特

以上な自然

の場合はそ

Ⅴ章 

など） 

点の中心と位

が予定されて

向けた支援に

まの日常生活

業者に求めま

被害を受けた

生活再建支援

再建のための

けた方が対象

特徴です。 

現象により

その４分の３

⽣活再建

位置付けて

ていること

に取り組み

活における

ます。 

た方に対

援金を支援

の支援金が

象となり、

生じる被

３の金額）

て

と

み

る



 

 

（２）
①双葉

ⅰ い

○双

市

○双

肢

○双

活

○双

り

 

 

 

 

 
 

 
 

参考 

 双葉町外
葉町外拠点の

いわき市・

双葉町民が集

市・白河市に

双葉町外拠点

肢の一つです

双葉町外拠点

活環境を目指

双葉町外拠点

にも貢献す

 
 
双葉町外

外拠点の整
の基本的な

郡⼭市・南

集まって居

に整備され

点は、様々

す。 

点の整備は

指します。

点は、受入

するものを

拠点 全体

整備 
な考え⽅ 

南相⾺市・

居住できる県

れます。 

な状況に置

は、「仮住ま

 

入自治体にお

を目指します

 

体構成図 

Ⅴ－5 

⽩河市に県

県営の復興

置かれてい

い」の整備

おける都市

す。 

県営の復興

興公営住宅が

いる町民が生

備ではなく

市整備となる

興公営住宅を

が、いわき

生活再建す

、長期的に

るため、受

を整備 

き市・郡山市

するための場

に居住できる

受入自治体の

市・南相馬

場所の選択

る良好な生

のまちづく

馬

択

生

く



 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県が整

は次のと

市町村

福島市 

会津若松

郡山市 

いわき市

白河市 

二本松市

南相馬市

三春町 

広野町 

ふくし

 

コ

飯坂

整備している

とおりです。

村 団地

飯坂団地

北沢又団

北沢又

北中央団

松市 古川町団

柴宮団地

八山田団

八山田団

東原団地

鶴見坦団

守山団地

市 湯長谷団

下神白団

八幡小路

家ノ前団

高萩団地

高萩団地

勿来酒井

北好間団

四ッ倉団

平赤井団

小名浜中

南湖南団

白坂団地

市 石倉団地

表団地 

市 上町団地

牛越団地

南町団地

西町団地

平沢団地

下北迫団

しま復興ステ

ラム 

坂団地（福島

 

福島県に
る双葉町民を

（詳細は P

地名・地区名

地 

団地 

２団地 

団地 

団地 

地 57 号棟 

団地 1 号棟 

団地 2 号棟 

地 3 号棟 

団地 

地（田村町岩

団地 

団地 

路団地 

団地 

地（小川町上代）

地（小川町小路尻）

井団地 

団地 

団地（鬼越・四

団地 

中原団地 

団地（鬼越）

地 

地（油井） 

地 

地（辻内） 

地 

地（鹿島） 

地 

団地 

テーション「

島市） 

による復興
を入居対象と

参考-○に記

名 計画戸

計 1

計 1

計

岩作） 

） 

） 

倉） 

2

1

3

1

1

 

2

1

2

復興公営住宅

Ⅴ－6 

興公営住宅
とする復興公

記載） 

戸数 住

58

52

30

64

共同住

共同住

木造住

共同住

20 共同住

30

20

40

15

30

80

共同住

共同住

共同住

共同住

共同住

木造住

50

200

12

53

50

30

80

323

50

75

38

共同住

共同住

共同住

共同住

木造住

木造住

木造住

共同住

共同住

共同住

共同住

28

12

木造住

木造住

200

44

共同住

共同住

82

48

255

50

共同住

共同住

共同住

木造住

92 木造住

58 木造住

宅」ホームペ

⾼萩⾼萩

宅の整備ス
公営住宅の地

住居形態 

住宅 

住宅 

住宅・共同住

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅・共同住

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

住宅 

ページより

萩団地（いわき萩団地（いわき

スケジュール
地区ごとの

（平成 2

進捗

住宅 

（入居開

Ｈ29.1

一部Ｈ2

（入居開

（入居開

（入居開

（入居開

（入居開

（入居開

（入居開

Ｈ28 年

住宅 

（入居開

（入居開

（入居開

（入居開

Ｈ28 年

Ｈ28 年

Ｈ29 年

Ｈ29 年

Ｈ29 年

Ｈ29 年

Ｈ29 年

Ｈ28 年

Ｈ28 年

Ｈ28 年

Ｈ29.7

Ｈ28.1

Ｈ29 年

Ｈ29.1

Ｈ28.1

Ｈ28.1

Ｈ29 年

き市）き市）

Ⅴ章 

ル 
の工程表と進

28 年 10 月

、入居可能

開始） 

1～3、Ｈ29 年

29 年度 

開始） 

開始） 

開始） 

開始） 

開始） 

開始） 

開始） 

年度、Ｈ29 年

開始） 

開始） 

開始） 

開始） 

年度後期 

年度後期 

年度後期（一部

年度後期 

年度後期 

年度後期（一部

年度 

年度後期 

年度後期 

年度、Ｈ29 年

7～9 

11～12 月 

年度後期 

1 月 

11～12 月 

11～12 月 

年度後期（一部

⽣活再建

進捗状況

月末現在） 

時期 

年度 

年度 

部） 

部） 

年度後期

部） 



 

 

ⅱ 町

○双

て

治

が

 

②双葉

ⅰ 勿

○住

な

再

外

ⅱ 併

○勿

宅

け

る

 

 

 

 

参考 

町⺠のコミ

双葉町外拠点

て一日も早い

治体全体又は

が発揮できる

葉町外拠点の

勿来酒井地

住民意向調査

なりました。

再開している

外拠点の中心

併設施設の

勿来酒井地区

宅エリアに加

けるなど、住

よう、事業

 
 
勿来酒井
完成イメ

ュニティ拠

点は、各地

い生活再建

はその周辺

るように取

の中⼼とし

地区復興公営

査の結果、

また、い

ることから

心」として

の整備 

区の復興公

加え、医療

住民のみな

業主体であ

地区復興公
ージ 

施設エ

拠点として

地に避難して

建を図るとと

辺に住む町民

取り組みます

しての勿来酒

営住宅の整

双葉町外の

いわき市勿来

ら、いわき市

て整備を進め

公営住宅に関

療施設、高齢

なさまの安全

ある福島県に

公営住宅 

リア 

共同

Ⅴ－7 

て活⽤ 

ている町民

ともに、双

民全体のき

す。 

酒井地区復

整備 

の居住地と

来地区には

市南部（勿

めていきま

関しては、

齢者等サポ

全・安心の

に求めなが

同住宅エリア

●整備
●住⼾
   

●整備

●併設
   
   

民が再び集ま

双葉町外拠点

きずな（コミ

復興公営住宅

として、いわ

は役場事務所

勿来酒井地区

ます。 

施設エリア

ポート施設、

の確保と利便

がら整備を進

⼾建住

備⼾数：180
⼾形態：共同住
      ⼾建

備⾒通し：平成
（平成

設施設：双葉郡
      集会
   ※併設施

まって居住

点に住む人

ミュニティ

宅 

わき市の希

所が所在し

区）の復興

ア・共同住

、共同店舗

便性の向上

進めます。

住宅エリア 

【整備概要
⼾（予定） 
住宅（集合住

建住宅 
成 29 年度後
成 30 年 3 ⽉
郡⽴診療所、

会所、広場・公
施設は調整中

住できる環境

人だけでな

ィ）の場と

希望が最も多

し、町立幼小

興公営住宅を

住宅エリア

舗などの併設

上が図られた

 

要】 

住宅、テラスハ

後期 
⽉⼊居予定）

⾼齢者等サポ
公園等、共同店
中のものを含みま

境を整備し

く、受入自

しての機能

多い結果と

小中学校も

を「双葉町

・戸建て住

設施設も設

た施設とな

ウス） 

 
ポート拠点、
店舗⽤地 
ます。 

し

自

能

と

も

町

住

設

な



 

 

ⅲ 周

（a）双
○ 

○ 

（ｂ）
○ 

○ 

（ｃ）特
○ 

○ 

 

 

 

 

参考 

周辺施設と

双葉町役場
原子力災害

６月に役場

現在、２つ

つくば連絡

町⽴幼稚園
勿来酒井地

１日から、

学校等では

は再開当初

これらの町

勿来酒井地

や、町立学

した取組の

特別養護⽼
現在、双葉

ホームが、

ています。

特別養護老

ショートス

予定の郡立

区復興公営

 
 
いわき市

復興公営

の連携 

場いわき事務
害により役

場機能を福

つの支所

絡所、南相

園・⼩・中
地区復興公

、双葉町立

は、少人数

初の 11 人か

町立学校等

地区復興公

学校等の運

の推進を図

⽼⼈ホーム
葉町の介護

、平成 29

。 

老人ホーム

ステイとし

立診療所と

営住宅への

南部の拠点

営住宅

特別養
（社会福

務所（平成
役場機能を埼

福島県いわき

（郡山支所

相馬連絡所）

学校（平成
公営住宅の近

立の幼稚園

数教育の実践

から、平成

等においては

公営住宅の整

運動会への入

図ります。

「せんだん
護施設として

年 7 月の開

ム及びグルー

しての活用や

との医療行為

の入居者の安

点位置図 

養護老人ホーム
福祉法人が検討中）

Ⅴ－8 

成 25 年６⽉
埼玉県加須

き市へ再移

、埼玉支所

）と連携を

成 26 年４⽉
近隣である

・小学校・

践による教

成 28 年 12

は、引き続

整備後は、

入居者の招

ん」及びグル
て、特別養

開設を目指

ープホーム

や、その嘱

為の相互補

安全・安心

）

町立幼

⽉開所） 
須市へ避難

移転しました

所）と３つ

を図りなが

⽉開校（同
るいわき市錦

中学校が再

教育の充実等

月現在、4

続き教育内容

高齢者等サ

招待等、勿来

ループホー
養護老人ホー

指し、いわき

ムにおいて

嘱託医療機関

補完等、施設

心の確保を図

幼小中学校

双葉町いわき事

・移転し、

た。 

つの連絡所

ら業務を行

同年７⽉よ
錦町におい

再開されて

等により、

40 人まで増

容の充実を

サポート施

来酒井地区

ーム（平成 2
ーム「せん

き市錦町地

は、復興公

関と復興公

設間の連携

図ります。

事務所

Ⅴ章 

その後、

（いわき南

行っています

り現所））
いて、平成

ており、これ

園児・児童

増加してお

を図ることは

施設への生徒

区復興公営住

29 年７⽉開
んだん」及び

地内で建設が

公営住宅入居

公営住宅敷地

携を図り、勿

 

⽣活再建

平成 25 年

南台連絡所、

す。 

 
26 年４月

れらの町立

童・生徒数

ります。

はもちろん

徒等の訪問

住宅と連携

開設予定）
びグループ

が進められ

居者による

地内に併設

勿来酒井地

年

、

月

立

数

ん、

問

携

 
プ

れ

る

設

地



 

 

2. ⾃⽴し

〇不自由

の課題

○生活を

支える

す。 

 

（１）⽣

（２）事
と雇

 

 

した⽣活の

由な避難生活

題をできる

を再建して

る仕事等の確

⽣活の再建 

事業活動⽀援
雇⽤の確保 

主なご意

双葉町支援

の支援が重

商

場

再

の再建に

活が続く中

ことから改

日常の暮ら

確保を図り

①生活

の継

②迅速

援 ①事業

②雇用

 

⾒

援員・民生員

重要 

商工業者はた

場所さえ提供

再開できる 

向けた取

中において

改善してい

らしを取り

り、安心した

活再建に必要

続・拡充等

速・確実・十

活動支援

の確保 

「家事

のサポ

たくましい。

供してくれれ

Ⅴ－9 

取組 

は、賠償問

くことが必

戻すため、

た生活を過

要な支援

等 

十分な賠償

事手伝いサー

ポートがあれ

 

れば

風

的

る

問題の解決

必要です。

次の施策に

過ごすことが

ⅰ 高速

ⅱ 医療

ⅲ 生活

ⅰ 被害

ⅱ 相談

ⅰ 事業

ⅱ 営農

ⅰ 就職

ービス」な

れば良い 

風評被害に関

的・客観的な

る必要がある

に引き続き

に取り組む

ができる環

道路の無料

費の減免措

サポート補

実態に即し

の対応 

再開等支援

再開等支援

相談・職業

町

を
ど

関して、専門

な情報を届け

る 

き取り組み

むことで日々

環境づくりを

料化等 

措置 

補助金 

した賠償の

援 

援 

業訓練等 

民の生活支

強化してほ

門

け

、避難生活

々の生活を

を目指しま

の要請 

支援体制

しい 

活

を

ま



 

 

（１）
①⽣活

ⅰ ⾼
○約

道

散

し

○こ

活

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難者

無料措置
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 ⽣活の再
活再建に必要

⾼速道路の
約 7,000 人の

道路の無料措

散して避難生

しています。

このような高

活ができるよ

者の一時帰

置は、当面

ラム 

再建 
要な⽀援の

の無料化等 
の町民が全

措置は、町

生活を続け

 

高速道路無

ようになる

宅等の生活

29 年３月

の継続・拡充

 
全国各地で不

町への円滑な

ける家族間の

無料措置につ

るまで、現行

⾼速
活再建に向け

３１日（金

Ⅴ－10

充等 

不自由な避

な一時帰宅

の再会機会

ついては、

行どおり延

速道路無料
けた移動を支

金）まで継続

避難生活を今

宅、町民同士

会の確保等を

双葉町への

延長するよ

料措置 
支援する目的

続されます。

今なお強い

士の再会・

を図る上で

の帰還が可

う国に求め

的で実施して

 

国

Ⅴ章 

いられている

交流機会の

で、大きな役

可能となり、

めます。 

ている高速道

国交省道路局発

⽣活再建

る中、高速

の確保、離

役割を果た

、以前の生

道路の

発表資料 

より 

速

離

た

生
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ⅱ 医療費等の減免措置 
○医療費の一部負担金、国民健康保険税、後期高齢者医療等医療保険料、国民年金保

険料、介護保険サービス利用料及び保険料並びに障害福祉サービス利用負担金の減

免については、慣れない地での不自由な避難生活が続く中、町民の安心の確保に大

きな役割を果たしています。 

○このような医療費の一部負担金等の減免については、双葉町への帰還が可能となり、

以前の生活ができるようになるまで、現行どおり延長するよう国に求めます。 

 

ⅲ ⽣活サポート補助⾦ 
○（作成中） 

 

 

  



 

 

②迅速

ⅰ 被
○町

双

葉

○特

町

○ま

有

引

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○東京

に置

○被害

中間

償の

る損

お

○国は

害に

損害

 

 

コ

 
 
 １．

の
 ２．

る
⽤

 ３．

⾯
特

中間

速・確実・⼗

被害実態に
町では、これ

双葉町の特殊

葉町の被害実

特に東京電力

町として今後

また、震災

有財産への賠

引き続き東京

京電力ホール

置かれた原子

害者に一律

間指針に基

の対象とな

損害と認め

ります。 

は、平成 25

について）

害として、

ラム 

精神的損害
⻑年住み慣

の⽣活の断念
住居確保に
移住等に伴

るために、事
⽤を賠償する

避難指⽰解
避難指⽰解

⾯の⽬安とす
特段の事情が

間指針第四次

⼗分な賠償

即した賠償
れまでも、

殊な事情を

実態に即し

力に対して

後とも強く

・事故から

賠償方針は

京電力や国

ルディングス

子力損害賠償

の対応がな

づくもので

らないとい

られるもの

5 年 12 月

（平成 28 年

中間指針及

害 
慣れた住居及び
念を余儀なくさ

係る損害 
伴い新たな住居
事故前の財物価
る。 
解除後の「相当
解除後、精神的
する。（ただし
がある場合を除

次追補（避難

償 

償の要請 
町の 96％が

を理解し、被

した賠償を行

ては、町民に

求めます。

ら６年近くが

はいまだ示さ

国に求めてい

原⼦⼒損

ス株式会社で

償紛争審査会

なされている

ですが、指針

うものでは

のは、指針で

26 日の「

年１月 28 日

及び中間指針

び地域が⾒通
された精神的

居を取得する
価値（既に東

当期間」 
的損害及び避

し、⼀定の医療
除く。） 

難指⽰の⻑期化

Ⅴ－12

が帰還困難

被災地域に

行うよう、

に寄り添い

。 

が経過する

されており

いきます。

損害賠償紛

では、原子

会が出す指針

る賠償のほと

針では、「指針

はなく、個別

で示されてい

「中間指針第

日改定）」の

針第二次追補

通しのつかな
的苦痛等によ

るためや、帰
東京電⼒が賠

避難費⽤が賠
療・介護が必

化等に係る損害

難区域に指定

について一律

東京電力や

い、丁寧かつ

る中、町民の

ません。そ

 

紛争審査

力損害の賠

針に沿った

とんどは原子

針において示

別具体的な事

いないものも

第四次追補（

の中で、避難

補に加え、次

ない⻑期間に
よる損害を賠償

帰還に伴い元の
賠償中）を超え

賠償の対象とな
必要な場合や

害について）

定され、帰

律の対応と

や国に求め

つ真摯に賠

のみなさま

その方針の早

査会 

償に関する

損害賠償を

子力損害賠償

示されなか

事情に応じて

も賠償の対象

（避難指示の

難指示区域に

次の３点を示

にわたって帰還
償する。 

の住宅の⼤規
えて負担した

なる「相当期
や、⼦供の通学

Ⅴ章 

帰還見通しの

とするのでは

め続けてお

賠償対応を行

まの共有財産

早期提示に

法律や、文

行っており

償紛争審査会

ったものが

て相当因果関

象となる」と

の長期化等に

について賠償

示しています

還不能となり

規模修繕や建
た必要かつ合

期間」は、１
学先の学校の

⽣活再建

の立たない

はなく、双

ります。

行うよう、

産である町

についても、

部科学省

ます。 

会による

が直ちに賠

関係のあ

とされて

に係る損

償すべき

す。 

り､そこで

建替えをす
合理的な費

年間を当
の状況等、

い

双

町

、



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○震災

○原子

につ

手続

ます

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力

 

コ

⽂部科学
災・事故か

子力損害賠

ついては、

続）による

す。 

力損害賠償

ラム 

学省 原⼦
ら６年近く

償紛争審査

文部科学省

個別事情に

紛争解決セ

⼦⼒損害賠
経過する中

査会が定めた

省におかれた

応じた和解

ンター組織

Ⅴ－13

賠償紛争解
中、現在の状

た中間指針に

たＡＤＲセン

解案の成立に

織概要（ADR

解決センタ
状況や被害の

に基づく一律

ンターにおい

に向けた仲介

センターホ

ター（ADR
の態様は、一

律の対応がな

いて、ＡＤＲ

介を仲介費用

ホームページ

R センター
一人一人異な

なされていな

Ｒ（裁判外紛

用無料で行っ

ジより） 

ー） 
なります。 

ないもの

紛争解決

っており
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Ⅴ章 ⽣活再建

ⅱ 相談の対応 
○賠償に係る相談窓口として、福島県内各地や仙台市（平成 28 年 12 月現在）に福島

原子力補償相談室（東京電力ホールディングス株式会社内）が置かれており、対面

での相談を受け付けております。 

○町としても、これらの窓口等における町民に寄り添った対応を東京電力に強く求め

るとともに、賠償請求手続の広報や請求手続の支援に引き続き取り組み、関係機関

と連携しながら、町民の賠償に関する不安や悩みの解消に努めます。 

 

（２） 事業活動⽀援と雇⽤の確保 
①事業活動⽀援 

ⅰ 事業再開等⽀援 
○双葉町では、町の商工事業者の避難先での事業再開が郡内の他の避難市町村と比べ

て進んでいない状況にありますが、現在、福島相双復興官民合同チームによる個別

訪問が行われております。 

○町としても、商工会と連携し、事業再開支援の拡充や、官民合同チームによる個別

訪問の結果等も踏まえた、個別事情に応じたきめ細かな支援や幅広い情報提供を

国・県に引き続き求めていきます。 

○特に、事業再開への大きな支援となっている「自立・帰還支援雇用創出企業立地補

助金（製造・サービ業等立地支援事業）」については、双葉町における事業再開が当

面困難な状況であることを踏まえ、被災 12 市町村内での事業再開とその他のエリア

での事業再開とで差のない支援を国に求めて参ります。 

○また、町内における事業再開に向け、その受け皿となるよう、まずは「中野地区復

興産業拠点」に共同事業所や産業用地の整備を進めます。商工会とも連携し、町内

事業者のみなさまのご意向を伺った上で、ニーズに適った産業拠点となるよう、そ

の早期整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平

興

が

化

合

○官

か

全

そ

 

●支

 

 

 

 

コ

●商
域

●６
チ

活用

支

●官
支

●地
事

活用

支

●６
チ

平成 27 年 6

興指針）」改定

が示されたこ

化、生業や就

合同チームが

官民合同チー

かな支援を行

全体で 4,00

それぞれ個別

支援施策の活

コラム 

 

商工会議所・
域的な連携強

６次産業化等
チング・経営

用例 1 

経営⽅針全般
困って

援施策 

官民合同チー
支援事業 

 

地域の伝統・
事業 

用例 4 

事業を継続し
販路開拓

困って

援施策 

６次産業化等
チング・経営

6 月に閣議決

定において

ことを受け、

就労の回復等

が同年 8 月に

ームでは、避

行うため、チ

00 件を超え

別訪問してい

活用例 

商工会との広
強化 

等に向けたマッ
営者の右腕派遣

 

般について
いる 

ーム個別訪問

魅力等の発信

 

しているが、
拓できず 
ている 

等に向けたマッ
営者の右腕派遣

福島相双

決定された

、被災事業

原子力事故

等の支援を目

に組織されま

避難をしてい

チーム設置か

える事業者を

います。 

広

ッ
遣 

支援

●事業

●生活
移動

活用例

地

信

活用例

地

支援

●中小
再開

ッ
遣 

支援

●地域
事業

Ⅴ－15

双復興官

「原子力災

者の自立へ

故による被災

目的として、

ました。 

いる事業者の

から平成 28

を、双葉町の

援策

 

業再開・帰還

活関連サービ
動・輸送手段

例 2

地元に戻って
再開した

 例 5

事業をやめた
地域に貢献す

がしたい

施策

小・小規模事
開等支援事業

援施策

域のつながり
業 

官⺠合同チ

害からの福

へ向けた支援

災事業者等の

、国・県・民

の現状を把握

8 年 12 月現

の事業者につ

還促進事業 

ビスに要する
段の確保支援

 

事業を
たい 

 

た後、
する活動 
い 

事業者の事業
業 

り創出支援

ーム 

福島復興の加

援策を集中的

の生活再建

民間からな

握し、個別

現在までの

ついても、3

●中小
再開

活用例 3

地元
再

支援施

●人材
材確

加速に向けて

的に展開して

建、事業の再

なる福島相双

事情に応じ

間において

300 件近い

 

・小規模事業
等支援事業 

3 

元に帰還して事
再開したが、⼈

⾜りない 

施策 

材マッチングに
確保支援 

て（福島復

ていく方針

再生や活性

双復興官民

じたきめ細

て、被災地

事業者を、

業者の事業

 

事業を
⼈⼿が 

による人



 

 

ⅱ 営
○避

報

○一

の

け

○そ

お

営

○な

防

あ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②雇⽤

ⅰ 就
○避

保

○ま

と

の

 

○花き

的な

○福島

クト

も考

 

 

 

コ

営農再開等
避難先での営

報提供等に取

一方、双葉町

の保全管理を

け、組合管理

その上で、ま

おいて花き、

営農再開に向

なお、将来の

防止するには

あるため、将

⽤の確保 

就職相談・
避難先での仕

保を国・県に

また、町とし

もに、生活

の支援を行う

き植物の栽培

な観点からも

島県によるイ

ト」が位置付

考えながら、

ラム 

等⽀援 
営農再開を

取り組みま

町内の農地

を行う担い

理の検討等

まずは避難

燃料用作

向け、少し

の営農再開

は、川の上

将来の営農

職業訓練等
仕事を得ら

に要請して

しても、ホ

活サポート

う等、就職

培は、周辺の

も大きな意味

イノベーシ

付けられてお

、担い手探

を希望される

ます。 

地については

い手の確保が

等、農地の管

難指示解除準

作物、飼料用

しずつ取組を

開に向けて、

上流に当たる

農再開を見据

等 
られるよう、

ていきます。

ホームページ

補助金制度

職支援に引き

フ
の景観を向上

味を持ちま

ョン・コース

おり、町と

しも含め、花

Ⅴ－16

る町民に対

は、全町民

が難しい状

管理・保全

準備区域で

用作物の栽

を進めます

、下流への

る山林や、

据え、これ

、就職相談

。 

ジや町の広

度により職

き続き取り

フラワーロ
上させるこ

す。 

スト構想の

しても、沿岸

花き植物の

対し、引き続

民が全国に分

状況にありま

全に向けた検

である両竹地

栽培から始め

す。 

の放射性物質

農業用ダム

れらの早期除

談や職業訓練

広報誌を通じ

職業訓練や資

組みます。

ロード 
とにより、

中にも「フ

岸部に整備

の栽培に向け

続き、営農

分散避難す

ます。将来

検討を引き

地区の農業

める等、将

質の拡散や

ム・ため池

除染を国に

練等に係る

じて就職支

資格取得の

。 

営農的観点

ラワー・コ

される復興

けた取組を検

 

 
写真
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農再開支援に

する中、除染

来的な営農の

き続き進めま

業再生モデル

将来における

や周辺環境へ

池等の除染も

に求めます。

る体制の引き

支援情報を発

のために係る

点に加え、ま

ースト創造

興祈念公園等

検討します。

真（予定） 

⽣活再建

に関する情

染後の農地

の再開に向

ます。 

ルゾーンに

る本格的な

への影響を

も不可欠で

。 

き続きの確

発信すると

る費用等へ

まちづくり

造プロジェ

等との連携

 

情

地

向

に

な

を

で

確

と

へ



 

 

3. 健康的

○長期に

の仕組

康管理

り、健

 

 

（１）保
介護
の確

（２）⾼
康・
くり

 

 

支え

見回

的で⽣き⽣

にわたる避難

組みの構築

理体制を確

健康的で生

保健・医療
護・福祉体制
確保 

⾼齢者等の健
⽣きがいづ

り 

主なご意

えあうため

回りが必要だ

⽣きとし

難生活を乗

が必要です

立するとと

き生きとし

・
制

①長期

の確

②保健

サー

健
づ

①健康

②介護

組（趣

り）

 

意⾒

の

だ 

た⽣活の

乗り越える

す。町として

ともに、生き

した生活が

期的な健康管

保等 

健・医療・介

ビスの確保

康維持の支援

護予防等のた

趣味・生き

 

健康づくり

機会を設け
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の実現に向

には、放射

て、次の施

きがいづく

実現できる

管理体制

介護・福祉

保 

援体制 

ための取

きがいづく

りのできる

けてほしい

生

仕

向けた取組

射線の影響管

施策等に取

り等を通じ

る環境づく

ⅰ 受診

保等

ⅱ 相談

ⅰ 避難

介護

ⅱ 保健

ⅰ 各種

た個

ⅱ サポ

シス

ⅲ 心の

ⅰ 健康

取組

ⅱ 趣味

等 

ⅲ 生涯

ⅳ 避難

介護士

増や

生きがいづ

仕事など）が

組 

管理を含め

り組むこと

じて介護予

りを目指し

体制・フォ

会・講演会

先自治体に

・福祉サー

師等の人材

種団体や避難

別訪問 

ートセンタ

テムの活用

ケア支援プ

康教室等の介

味などのテー

学習事業の

先住民との

士を 

してほしい 

くり支援（

が必要である

めた長期的な

とにより、総

予防等を図る

します。 

ォローアップ

会等の開催

における保

ービス 

材の長期的

難先自治体

ターの設置

用 

プログラム

介護予防等

ーマ別の集

の実施 

の交流促進

（畑

る 

な健康管理

総合的な健

ることによ

プ体制の確

催 

保健・医療・

的な確保 

体と連携し

置・安否確認

ムの実施 

等に向けた

集いの企画

進 

理

健

よ

確

・

し

認

た

画



 

 

（１）

①⻑期

ⅰ 受
○子

る

Ｂ

め

ⅱ 相
○健

の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○双葉

康診

○この

のビ

しま

コ

 保健・医

期的な健康管

受診体制・
子供・被災者

とともに、

Ｃ、個人線

め、町民の適

相談会・講
健康管理や放

の健康づくり

葉町は、全町

診断の結果は

のような状況

ビジョンを町

ます。 

ラム 

医療・介護

管理体制の

フォローア
者生活支援

県・町によ

線量計貸出

適切な健康

講演会等の開
放射線に関

りを進めま

町民が双葉町

は悪化傾向に

況を踏まえ、

町民の皆様と

護・福祉体

の確保等 

アップ体制
援法や原発避

よる健康管

出等）を踏ま

康管理体制を

開催 
関する知識習

ます。 

双葉
町を離れて生

にあります。

、町では、ヘ

と共有し、健
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体制の確保

制の確保等
避難者特例

管理調査や町

まえ、放射

を確保しま

習得のため

葉町健康増
生活をおく

。 

ヘルスプロ

健康増進を

保 

例法の実効あ

町独自で行

射線による長

ます。 

めの取組等を

増進計画
る中、高い

モーション

図るための

ある運用を

行っている内

長期的な健

を行い、町

高齢化率も

の理念に基

双葉町健康
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を国等に引き

内部被ばく

健康への影響

町民のみな

も相まって、

基づき、健康

康増進計画を

⽣活再建

き続き求め

検査等（Ｗ

響管理を含

さまの心身

町民の健

康な暮らし

を策定いた

め

Ｗ

含

身



 

 

②保健
ⅰ 避
○避

把

○特

れ

支

 

ⅱ 保
○保

み

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○社会

ホー

月１

○来年

の開

して

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健・医療・介
避難先⾃治
避難先自治体

把握に努める

特に、避難者

れない等の支

支援を国・県

保健師等の
保健師等の人

みなさまの健

認知⾼齢

会福祉法人

ーム「せんだ

１日、現地に

年の 5 月に

開所を待ち望

て暮らし、利

ラム 

介護・福祉
治体における
体と連携し

るとともに

者が多い受

支障が生じ

県に要請し

の⼈材の⻑期
人材の確保

健康管理を

齢者グループ

「ふたば福祉

だんの家」が

において地

に施設が完成

望み、今日の

利用できる

祉サービスの
る保健・医
し、避難先に

に、課題の改

受入自治体に

じないよう、

していきます

期的な確保
保について、

を適切に実施

 

特別養護
プホームせ

祉会」が運営

がいわき市錦

鎮祭（起工

成し、7 月か

の私たちの暮

施設になる
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の確保 
医療・介護
における保

改善に向け

については

、医療・介

す。 

保 
、恒久的な

施していく

護⽼⼈ホー
せんだんの家

営する特別

錦町に新たな

工式）が行わ

から利用が可

暮らしの礎

ると考えてお

特別養護

・福祉サー
保健・医療

けて避難先自

は、避難者の

介護施設やス

な確保を含め

体制の構築

ームせんだん
家（いわき市）

養護老人ホ

な仮設施設

われました。

可能となる予

を築いてき

おります。

護老人ホーム

社会福

ービス 
・介護・福

自治体と調

の集中によ

スタッフの

めて国・県

築を目指し

ん・ 
）と郡⼭グ

ーム「せん

を開設する

 

予定です。

きた高齢者の

「せんだん」

福祉法人ふた

福祉サービス

調整します。

よりサービス

の充実に向け

県等に要請

します。 

グループホー

んだん」及び

るため、平成

避難生活の

の方に、少し

外観イメー

たば福祉会提

スの課題の

。 

スを受けら

けた一層の

し、町民の

ーム 

びグループ

成 28 年６

の中、施設

しでも安心

ジ 

供 

の

ら

の

の
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Ⅴ章 ⽣活再建

（２） ⾼齢者等の健康・⽣きがいづくり 

①健康維持の⽀援体制 

ⅰ 各種団体や避難先⾃治体と連携した個別訪問 
○避難先において、孤立しがちな町民への定期的・継続的な戸別訪問を、社会福祉協

議会、民生委員・児童委員協議会や避難先自治体等と連携して、引き続き実施して

いきます。 

ⅱ サポートセンターの設置・安否確認システムの活⽤ 
○平成 28 年 12 月現在、健康相談・指導、介護予防、孤立防止、心のケア等を目的と

したサポートセンターが福島県いわき市、郡山市及び埼玉県加須市に設置されると

ともに、緊急時の安否確認を迅速に行うための緊急通報システム（アイネット）が

導入されています。今後とも引き続き、このような体制を維持すること等により、

介護予防に向けた取組とあわせ、高齢者等が安心して生活できるよう取り組みます。 

○なお、勿来酒井地区復興公営住宅の敷地内にも、新たにサポートセンターが整備さ

れる予定となっています。 

ⅲ ⼼のケア⽀援プログラムの実施 
○避難生活による精神的ストレス等健康被害を抱えている町民の皆様に対して、避難

先自治体等の関係機関と連携して心のケア支援プログラム（定期的な相談・病院の

紹介等）を引き続き実施していきます。 
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②介護予防等のための取組（趣味・⽣きがいづくり） 

ⅰ 健康教室等の介護予防等に向けた取組 
○介護については、訪問・通所・入所等を組み合わせ、必要なレベルに応じた支援を

行うとともに、介護予防に向けた取組を推進します。 

○具体的には、健康教室等の取組を引き続き実施するとともに、より多くの方に参加

を促すため、介護予防事業の啓発を行っていきます。 

 

ⅱ 趣味などのテーマ別の集いの企画等 
○交流拠点等を活用して、復興支援員等とも連携し、テーマ別（趣味ごと、年齢ごと

等）の集いの企画や、サロン等の運営への支援に引き続き取り組みます。 

 

ⅲ ⽣涯学習事業の実施 
○趣味や生きがいを持つ場として、各避難地域において生涯学習事業（生活学級・婦

人学級）に引き続き取り組みます。 

 

ⅳ 避難先住⺠との交流促進 
○まずは避難先において生き生きとした生活を送れるように、避難先の自治体や支援

団体等と連携し、双葉町民と避難先住民との交流機会の増加を図ります。 

 

 

 

 

  

＜関連施策＞ 

Ⅵ章１⑴町民の交流機会の確保 
⑶双葉町外拠点の活用 
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Ⅵ章 町⺠のきずな・結びつき 

町⺠のきずなを維持・発展させ、 

次世代を育み、ふるさとを繋いでいくための取組 
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1. 町⺠の
○町民の

次のよ

ら、避

 

（１）町
会の

（２）町
提供
滑化

（３）双
の活

 

 

 

町外

夏祭

ント

町⺠の

のきずなの
の強いきず

ような施策

避難先で安

町⺠の交流機
の確保 

町からの情報
供の充実・円
化 

双葉町外拠点
活⽤ 

主なご意

外拠点で、ダ

祭り、盆踊り

トを開催した

のきず

の維持・発
なこそが、

に取り組む

心した生活

機 ①交流

②交流

報
円

①情報

②情報

点
①コミ

②その

 
⾒

町民同士の

を設けてほ

ダルマ祭り、

りなどのイベ

たい 

ずな・結

発展に向
長期にわ

むことによ

活を過ごせ

流活動への支

流拠点の確保

報提供の充実

報発信の円滑

ュニティ機

他の機能

の交流機会

ほしい 

タブ

信（双

ーシ

活用す
ベ
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結びつ

向けた取組
わたる双葉町

り、町民の

るよう取り

支援 

保・活用 

実化 

滑化 

機能 

帰

崩
会

ブレットを情

双方向コミュ

ョン）の場と

すればよい

つき 

組 
町の復興を

の皆様が、双

り組みます

ⅰ 交流

ⅱ 交流

ⅰ 交流

ⅰ 町民

ⅱ 分か

ⅰ 多様

ⅱ ソー

る対

ⅰ 集会

ⅱ 町外

ⅰ 医療

ⅱ 役場

還しても地

れることが心

情報発

ュニケ

として

を支える土台

双葉町との

。 

組織の設立

機会の創出

施設等の運

のニーズに

りやすい情

な手段によ

ーシャルメデ

話型広報 

所等の設置

拠点を活用

施設等の設

事務所・支

地区のきずな

心配だ 

双葉町民

の地域の

点を活用

してほし

台です。町

のつながりを

立・運営支

出 

運営・設置

に沿った情

情報提供 

よる情報発

ディア等の

置・活用 

用した交流

設置・運用

支所等の有り

なが

民だけでなく

の人々も町

用できるよ

しい 

町としても、

を保ちなが

支援 

置 

情報提供 

発信 

の活用によ

流活動支援

 

り方の検討

く、別

町外拠

ように

、

が

よ

討
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Ⅵ章 町民のきずな・結びつき 
 

（１） 町民の交流機会の確保 

①交流活動への支援 

ⅰ 交流組織の設立・運営支援 
○既存の自治会組織については、その活動内容についての町からの広報の充実や、自

治会への加入促進等を通じ、その運営支援に取り組みます。また、自治会のない地

域については、自治会組織の設立支援等に引き続き取り組みます。 
○また、生活サポート補助金による交通費支援等を通じて、行政区総会への参加促進

等を支援します。 

ⅱ 交流機会の創出 
○福島県いわき市・福島県郡山市・埼玉県加須市の３拠点に分かれて活動するふたさ

ぽ（復興支援員制度）との連携等により、各種の交流イベントの開催に引き続き取

り組みます。 
○また、今年６年ぶりに開催された双葉町敬老会や、「集まれ！ふたばっ子」の引き続

きの開催に努める等、町民の交流機会の創出に町としても取り組みます。 
○さらに、南台応急仮設住宅で再開されている伝統のダルマ市等、町民主体の交流イ

ベントの企画についても、その引き続きの支援に向けて取り組みます。 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜関連施策＞ 
Ⅴ章２⑴①生活再建に必要な支援の継続・拡充等  

復興支援員（ふたさぽ） 
○ふたさぽは、国の復興支援員制度を活用した双葉町からの委託により、福島県いわき市・

福島県郡山市・埼玉県加須市の３拠点に分かれ、広報支援とコミュニティ支援の２つのテ

ーマで活動しています。 

○町民に寄り添いながら、各地で各種の交流イベン

トを開催しています。 

 

 

 

 

 

  活動報告会の様子  
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○長塚

震災

○毎年

大ダ

ルマ

 

 

 

 

 

コ

流拠点の確保

交流施設等

町民交流施設

市）、「ふた

今後、勿来酒

を聞きながら

塚地区の消防

災の翌年から

年、お年寄り

ダルマ引き合

マ購入を楽し

ラム 

保・活⽤ 

等の運営・設

設として、

たば交流広

酒井地区復

ら、町民の

南台応急
防団員を中心

らいわき市南

りから子供ま

合戦」の参加

しんでいます

設置 

「せんだん

広場」（埼玉

復興公営住宅

の交流拠点の

急仮設住宅
心とした団体

南台応急仮設

まで多くの方

加・観戦や、

す。 
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ん広場」（福

玉県加須市）

宅に整備が

の確保・有

宅における
体「夢ふた

設住宅のイ

方が訪れ、「巨

縁起物のダ

島県郡山市

）が設置さ

が予定されて

有効活用に努

る伝統のダ
ば人」によ

ベント広場

巨

ダ

市）、「ふたぱ

されています

ている集会

努めます。

ダルマ市再
って、双葉

場で再開され

ぱーく」（福

す。 

会所も含め、

 

再開 
葉町伝統のダ

れています。

ダルマ

福島県いわ

、町民の声

ダルマ市が

 

マ市の様子

わ

声
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Ⅵ章 町民のきずな・結びつき 
 

（２） 町からの情報提供の充実・円滑化 

①情報提供の充実化 

ⅰ 町民のニーズに沿った情報提供 
○町ＨＰ、タブレット、広報誌等の媒体や、町政懇談会の機会等を活用し、双葉町内

の復興や線量の最新情報や、避難先での町民の活動状況等、町民のみなさまの声を

聞きながら、町民のみなさまが知りたい情報発信の充実に取り組みます。 

 

ⅱ 分かりやすい情報提供 
○今後とも引き続き、情報を受け取る側が分かりやすいことを意識した情報提供に取

り組みます。 

○また、中野地区復興産業拠点を起点にいよいよ双葉町内の復興まちづくり事業が本

格的に動き出す中、町民の声を集約して復興まちづくりに反映させるとともに、復

興の進捗を町民にリアルタイムで発信するため、新たに復興ポータルサイトを立ち

上げます。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

＜関連施策＞ 
Ⅵ章２②震災・事故の教訓と復興の過程の発信・伝承   

復興ポータルサイト 
○中野地区復興産業拠点における「働く拠点」の整備に加え、今後は、平成 28 年度に除染

が行われているＪＲ双葉駅西側・新市街地ゾーンを皮切りに、いよいよ帰還困難区域でも

復興事業が動き出し、双葉町の復興まちづくりが本格化します。 

○こうした中、町内の復興・復旧に係る取組を正確かつ分かりやすく、リアルタイムで発信

していくため、町民の意見集約などの機能も組み込んだ復興ポータルサイトを、平成 29

年春を目指して公開します。 

 

 

 

コラム 

 
 

写真（予定） 

－掲載する内容（想定）－ 

・復興・復旧に向けた町の取組状況 

・インフラ復旧状況 

・除染の状況 

・中間貯蔵施設の状況 

・福島第一原子力発電所の状況 

・町内の放射線量の状況 

・復興まちづくり計画及び復興整備計画などの各種計画 



 

 

②情報

ⅰ 多
○避

に

等

ま

ⅱ ソ
○町

コ

報

ア

○ま

支

の

○今

の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソー

やりと

Twitt

の動画

いろ

は、ル

いよう

双葉

めてい

コ

報発信の円滑

多様な⼿段
避難をしてい

に情報が伝わ

等）、ラジオ

ます。 

ソーシャル
町では、町か

ミュニケー

報提供のほか

アを活用した

また、町民の

支援システム

の講習会等を

今後とも引き

のみなさまの

ーシャルメデ

とりができる

ter 等のＳＮ

画共有サイ

ろいろな人が

ルールやモラ

う注意が必要

葉町でも情報

います。 

ラム 

滑化 

段による情報
いる町民に

わるよう、

オ（ＦＭいわ

ルメディア等
からの一方

ーションを

か、ユーチ

た情報発信

のみなさま

ム事業によ

を実施して

き続き、ソ

のニーズに

 

ディアとは、

る双方向のメ

ＮＳ（ソーシ

ト、LINE 等

がその情報を

ラル、マナー

要です。 

報の発信をす

報発信 
には様々な世

インターネ

わき）等、様

等の活⽤に
方的な情報提

を可能とする

チューブ、フ

信を行ってい

まがこれらの

より各家庭に

てきました。

ソーシャルメ

に応じた町政

ソ
、インターネ

メディアで

シャルネット

等のメッセー

を入手できる

ーを守って利

する際は、個
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世代の方が

ネット（公

様々な手段

による対話型
提供のみで

るため、公

フェイスブ

います。

のメディア

に配布した

。 

メディア等

政の推進に

ーシャルメ
ネットを利

あり、代表

トワーキング

ージングアプ

る可能性が

利用するこ

個人情報等

 参考：

がいることを

式ウェブサ

段を活用した

型広報 
ではなく、町

公式ウェブサ

ブック、ツイ

アを十分に活

たタブレッ

等を活用した

に取り組みま

メディア 
用して誰で

表的なものと

グサービス）

プリがありま

があるため、

とで思いが

に配慮して

平成 27 年

を踏まえ、

サイト等）、

た情報発信

町民同士や

サイトや広

イッター等

活用できる

ト端末につ

た対話型の

ます。 

でも手軽に情

として、ブロ

）、YouTub

ます。 

ソーシャル

がけないトラ

庁内の規定

版情報通信

より多くの

広報誌（広

信に引き続き

や町民と町

広報ふたばを

等のソーシャ

るよう、Ｉ

ついて、その

の広報を活用

情報を発信し

ログ、Faceb

be やニコニ

ルメディアへ

ラブルに巻き

定に基づいた

信白書（総務

の方に迅速

広報ふたば

き取り組み

との双方向

を通じた情

ャルメディ

ＣＴきずな

の使用方法

用し、町民

し、相互の

book や

ニコ動画等

への投稿

き込まれな

た掲載に努

務省）より

速

ば

み

向

情

ィ

な

法

民
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Ⅵ章 町⺠のきずな・結びつき

（３） 双葉町外拠点の活⽤ 

①コミュニティ機能 

ⅰ 集会所等の設置・活⽤ 

○復興公営住宅等の整備にあわせて、住民同士がいつでも集まれる場の設置に取り組

みます。 

ⅱ 町外拠点を活⽤した交流活動⽀援 

○復興公営住宅に住む町民の生活拠点としてのみならず、他の地域に居住する町民も

含めた、双葉町民全体のコミュニティ拠点としての機能が発揮できるように取り組

みます。 

 

 

 

②その他の機能 

ⅰ 医療施設等の設置・運⽤ 

○規模が大きな「双葉町外拠点」においては、その整備と並行して、医療施設、高齢

者等サポート施設、共同店舗など、住民の利便性向上のための仕組み・方法につい

て、関係機関と連携を図りながら検討を進めます。 

ⅱ 役場事務所・⽀所等の在り⽅の検討 

○現在の役場機能については、いわき事務所のほか５か所に設置しています。双葉町

への帰還の見通しや「双葉町外拠点」の規模を踏まえて、町民の利便性を勘案しな

がら、引き続き検討を進めます。 

  

＜関連施策＞

Ⅴ章１⑵双葉町外拠点の整備 

＜関連施策＞

Ⅴ章１⑵双葉町外拠点の整備 
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2. 次世代を育み、ふるさとを繋いでいくための取組 
○双葉町を再興させるためには、町の将来を担う次世代を育み、ふるさとへの思いを繋い

ていく取組が必要です。町として、次のような施策に取り組むことにより、ふるさと双

葉町を未来に繋いでいきます。 

 

（１）双葉町を担う
次世代の育成 

①次世代リーダーの育成 ⅰ 人材の確保・育成 

②子育て支援 ⅰ 子供・子育て支援体制の推進 

（２）教育環境の充
実 

①双葉町立学校における

魅力ある教育の推進 

ⅰ 町独自の教育方針・教育内容・地域

教育の推進 

ⅱ スポーツ振興 

②避難先における子供た

ちのきずなの維持・学習

支援等 

ⅰ 安心して教育を受けられる環境整

備 

ⅱ 子供たちのきずなの維持・学習支援

等 

（３）ふるさとの荒
廃の防⽌等 

①ふるさとの現状調査・管

理・保全等 

ⅰ インフラ等の被害状況調査・復旧 

ⅱ 倒壊建物の撤去・危険建物の応急修

理・除却等 

ⅲ 防犯・防火対策 

ⅳ 野生鳥獣への対策 

ⅴ 環境保全・放射線量の低減 

②一時帰宅の改善 ⅰ 一時帰宅の利便性向上・安全性確保

③墓参への支援等 
ⅰ 既存墓地の保全 

ⅱ 新たな墓地の整備・管理 

（４）双葉町の歴
史・伝統・⽂化
の記録と継承 

— 

ⅰ 文化財・伝統文化等の保存・管理 

ⅱ 学校教育との連携・伝統行事開催等

の支援 

（５）震災・事故の
教訓と復興の
過程の記録・発
信・伝承 

— 

ⅰ アーカイブ化・記録誌の編纂 

ⅱ 震災・事故の経験や教訓・復興への

取組を発信 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

主

「移

する

防

て

主なご意⾒

町民同士の

を設けてほ

移動ママサロ

るイベントも

防犯カメラ

てほしい 

せんだん、盆

マニュアル

どうか 

自分がやっ

も双葉町の

やってほし

 

⾒

の交流機会

ほしい 

ロン」を開催

も面白い 

を増やし

盆踊りの映像

ルづくりをし

っていたよう

の歴史・伝統

しい 

用事が

供を預

催

高

が

か

季節の

ような

てほし

像化や

しては

うに、子供た

統・文化の継
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があった時に

預けられれば

高校受験を控

がどう動いた

かわからない

の花を楽し

な環境整備

しい 

たちに

継承を

に、子

ば良い

控えている

たらよいの

 

しめる

備をし

帰還ま

だと思う

史を忘

ってほ
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若い人でも

れば、やると

まれた方が

に行きやす

学校の

一時帰宅

場をつく

での道のり

うが、これま

れさせない

しい

町⺠のきず

も「役」を頼ま

と思う。何か

がイベントな

すい 

の校歌を残し

宅者用に交流

くってほしい

りは大変

までの歴

い町にな

ずな・結びつ

まれ

か頼

など

したい 

流の

 

つき



 

 

（１）

①次世

ⅰ ⼈
○国

開

う

○町

コ

織

場

○ま

援

○こ

元

世

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「夢

震災

組を

○「ぐ

企画

ルメ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ

 双葉町を

世代リーダー

⼈材の確保
国や福島県な

開しています

若者が活躍

町としてもア

ーディネー

織やイベン

場所づくりに

また、既存の

援に合わせて

このような取

元ＮＰＯ等と

世代リーダー

 

夢ふたば人」

災の翌年から

をしています

ぐるぐるユニ

画推進協議会

メ」を出店す

ラム 

を担う次世

ーの育成 

保・育成 
などの行政

すが、双葉

躍し、これ

アンテナを

ート・マッ

ト団体の組

に取り組み

の団体や新

て取り組み

取組に、町

と連携した

ーの確保・

「

は、長塚地

ら、いわき市

す。 

ニット」は、

会」として組

する等の活動

世代の育成

政機関をはじ

葉町を本当の

れからの双葉

を高く張り、

ッチング支援

組成支援を行

みます。 

新たに組成さ

みます。 

町立幼稚園

た交流イベン

育成を進め

「夢ふたば

地区の消防団

市南台応急仮

、双葉町出身

組織され、平

動を行いま

「夢ふた
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成 

じめ、多様

の意味で復

葉町を創っ

、志の高い人

援その他の

行うこと等

された団体

・小・中学

ントの企画

めます。

ば⼈」と「ぐる

団員である若

仮設住宅に

身又は双葉町

平成 28 年

した。 

たば人」 盆踊

様な主体が双

復興させてい

っていく必要

人材の発掘

の民間主体に

等により、町

体に対しては

学校による教

画等を合わせ

るぐるユニッ

若手を中心に

おいて、伝統

町にゆかり

１月に行わ

踊り   「

双葉町の復

いくために

要がありま

掘に努めると

による地域

町の若者が

は、引き続

教育の充実

せて行うこ

ット」 

に組織された

統のダルマ

のある若者

れたダルマ

「ぐるぐるユニ

復興に向けた

には、町の次

ます。 

とともに、情

域密着のまち

が活躍し、成

続き、その活

実や、復興支

こと等によ

た有志の団体

市を開催す

者を中心とす

マ市で「よっ

ニット」 ダ

た活動を展

次世代を担

情報提供、

ちづくり組

成長できる

活動への支

支援員や地

り、町の次

体として、

する等の取

する「若者

ちゃんス

ダルマ市 

展

担

組

る

支

地

次



 

 

 

②⼦育

ⅰ ⼦

 ○子

は

○就

シ

 

 

（２）

①双葉

ⅰ 町
○双

育

色

○ま

の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ ス
○あ

も

 

○平成

学生

○幼小

ら中

 

 

 

 

 

 

 

 

コ

育て⽀援 

⼦供・⼦育

子育て世代が

は、子育て世

就学前の幼児

ションの場を

 教育環境

葉町⽴学校に

町独⾃の教
双葉町立学校

育の充実、各

色のある教育

また、双葉町

の育成を進め

スポーツ振
あわせて、関

取り組みを

成 26 年４月

生 11 名であ

小中学校合同

中学生まで、

「ふれあ

ラム 

育て⽀援体制

が安心して

世代のニー

児を持つ母

を提供しま

境の充実 

における魅

教育⽅針・教
校において

各種交流機

育を推進し

町の歴史・

めます。 

振興 
関係団体と

を進めます

月、いわき市

あったのが平

同の「ふれあ

、和気あいあ

い集」会の様

制の推進 

て仕事と育児

ズを踏まえ

母親を対象に

ます。 

魅⼒ある教育

教育内容・
て、少人数教

機会の創設等

します。 

伝統・文化

連携しなが

す。 

双葉町⽴
市で開校した

平成 28 年度

あい集会」や

あいと楽し

様子    
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児の両立が

え、安心して

に子育てへ

育の推進

地域教育の
教育やＩＣ

等、「双葉町

化の伝承等

がら、子供

⽴幼稚園
た幼稚園・

度は 40 名

や小中合同

む姿がみら

   小中合

ができる環境

て子育てが

への不安・悩

の推進 
ＣＴ教育の実

町教育ビジ

等についても

供たちの学習

・⼩・中学
小・中学校

まで増加し

の「せんだ

られます。

合同の「せん
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境の整備が

ができる環境

悩みなどの

実施、ＡＬ

ョン」に沿

も行い、町

習支援やス

学校 
も３年目を

しました。 

だん太鼓」の

んだん太鼓」

町⺠のきず

が必要です。

境づくりに

の解消とコ

ＬＴを活用

沿いながら

町の未来を担

スポーツ振興

を迎え、当初

の練習など、

の練習 

ずな・結びつ

。双葉町で

に努めます。

ミュニケー

した英語教

、魅力と特

担う次世代

興について

初は幼小中

幼稚園か

つき

で

。 

ー

教

特

代

て



 

 

 

②避難

ⅰ 安
○子

ま

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ ⼦
○あ

交

討

 

 

 

 

○双葉

の子

ワイ

○毎年

いま

 

 

 

 

 

 

コ

難先における

安⼼して教
子供たちのき

まれ！ふたば

⼦供たちの
あわせて、全

交流機会の確

討を進めます

葉町では、将

子供としての

イアンズにお

年多くの子供

ます。 

ラム 

る⼦供たち

教育を受けら
きずなの維

ばっ子」の

のきずなの維
全国に避難

確保等に努

す。 

 

将来の双葉町

の意識や自覚

おいて１泊

供や保護者の

ちのきずなの

られる環境
維持、伝統文

の開催等、子

維持・学習
難している双

努めるととも

「集ま

町を担う小

覚を持たせ

２日で「集

の方が訪れ
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の維持・学

境整備 
文化の継承

子供達の「

習⽀援等 
双葉の子供

もに、ニー

まれ！ふた

学生、中学

せ、絆の維持

集まれ！ふた

れ、旧交を温

学習⽀援等

承、学習支援

「つどいの場

供達のネッ

ーズに応じた

たばっ⼦」

学生、高校生

持に努めるこ

たばっ子」を

温めて

援、心のケア

場」を継続

トワークづ

た新たな取

生等に再会の

ことを目的と

を開催してい

集まれ！ふた

ア等を図る

続的に提供

づくり、保護

取組について

の機会を与え

とし、スパリ

います。 

たばっ子 20

るため、「集

します。

護者同士の

ても随時検

え、双葉町

リゾートハ

16 の様子

集

の

検



 

 

（３）

①ふる

ⅰ イ

○町

復

ら

ま
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ⅳ 野⽣⿃獣への対策 
○野生鳥獣については、イノシシ、ハクビシン、アライグマ等を中心に、住宅等への

被害が多数報告されています。 

○町として、環境省が実施している野生鳥獣の捕獲に関し、その引き続きの実施を求

めるとともに、わなの設置箇所増設や、ハクビシン・アライグマの年間を通した捕

獲実施等の対策強化を国に求めていきます。 

○また、町の有害対象狩猟鳥獣捕獲隊については、避難による隊員の分散、隊員の高

齢化、それに伴う後継者不足等の厳しい状況にあることから、広域連携による取組

の検討等を含め、今後に向けた対策を検討します。 

 

ⅴ 環境保全・放射線量の低減 
○帰還環境の整備には、放射線量を低減させることが必要不可欠です。町として、引

き続きの除染徹底を関係機関に求めるとともに、国において町内の正確な放射線量

を測定し、迅速かつ正確な情報発信を全国民に対して行うよう、強く求めます。 

○また、町内の景観その他の環境保全のため、町内の除草や、農地や里山の保全管理

の実施に関する検討を進めます。 

 

 

  

 

②⼀時帰宅の改善 

ⅰ ⼀時帰宅の利便性向上・安全性確保 

○一時帰宅については、一般国道６号の自由通行が開始されるとともに、帰還困難区

域内の道路の応急復旧が進み、その安全性が向上してきています。 

○また、町からの要望等を踏まえ、帰還困難区域への年間の立入可能回数が 30 回（平

成 28 年 12 月現在）まで増加するとともに、ＪＲ双葉駅に隣接する双葉町コミュニ

ティセンターを活用した休憩所が今年９月にオープンする等、利便性の向上に向け

た取組が併せて進められております。 

○今後とも、帰還困難区域内であっても線量が相当程度低下している地域への立入手

続の簡素化を防犯・防災の確保と併せて国に求める等、一時帰宅の安全性・利便性

のさらなる向上に向けて取り組みます。 

 
 
 
 
 
 
 

 

＜関連施策＞

Ⅵ章１⑵① 帰還の判断材料となる情報の提供 
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（４） 双葉町の歴史・伝統・⽂化の記録と継承 
ⅰ ⽂化財・伝統⽂化等の保存・管理 
○ふるさと双葉町を復興させ、町を次世代に繋いでいくためには、町の歴史・伝統・

文化をこれからの双葉町を担う次世代に継承していくことが必要です。 

○このため、町として、文化財等の保存・移設・修繕を行うとともに、ダルマ市・じ

ゃんがら念仏踊り・女宝財踊り・神楽等の伝統芸能や、標葉せんだん太鼓等の町の

芸能の記録・継承に向けた取組を進め、町の歴史・伝統・文化の次世代への継承を

目指します。 

 

ⅱ 学校教育との連携・伝統⾏事開催等の⽀援 
○文化財のレスキュー、学校教育を通じた町の歴史・伝統・文化の継承、各種イベン

ト企画等に引き続き取り組みます。 

  

（５） 震災・事故の教訓と復興の過程の記録・発信・伝承 
ⅰ アーカイブ化・記録誌の編纂 
○地震・津波・原子力発電所事故という世界でも類を見ない複合災害の被災地として、

このようなことが二度と起こらないよう、震災・事故の教訓と復興の過程を記録し、

国内外に広く伝えるとともに、それを次世代に伝承していかなくてはなりません。 

○町として、震災アーカイブ事業の実施や震災記録誌の編纂等を通じ、周辺自治体と

も連携しながら、情報の記録や震災遺産の収集等に取り組みます。 

○また、事業主体である福島県と連携し、福島県からの情報発信拠点となるアーカイ

ブ拠点施設や復興祈念公園の早期整備に向けた取組を進めます。 

 

ⅱ 震災・事故の経験や教訓・復興への取組を発信 
○あわせて、将来的には、復興ツーリズム等のアーカイブ拠点施設や復興祈念公園等

への来訪者等を対象とした取組の検討を進めます。 
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Ⅶ章 計画の実現に向けて   
１. 関係者の連携による計画の推進と進捗管理 

○本計画で策定した取組等を推進し、「町民一人一人の復興」と「町の復興」を実現して

いくためには、行政・民間等の幅広い関係者の連携により、町民の力を結集して取り組

んでいくことが必要です。 

○いわゆるＰＤＣＡサイクルにより、関係者の連携により取組を推進するとともに、その

効果の検証を行い、随時の改善を図っていくため、「第二次計画」を策定後は、その実

施計画を策定し、事業主体や工程の明確化を行うとともに、計画の進捗管理を適切に行

っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）関係者の連携による計画の推進 

○町では、復興に向けた事業の全庁的推進を図るため、「双葉町復興まちづくり計画推

進会議」を設置しています。このような全庁的な本部体制のもと、引き続き、総合的・

横断的に施策を推進します。 

〇本年度に開催した復興町民委員会のような、町役場が町民の声を聞くとともに、町民

が復興まちづくりに参加できる体制を維持し、町民主体の復興を目指します。 

〇町の復興の主役は町民です。事業の推進等に当たっては、様々な場面で連携を図ると

ともに、町として、その活動を支えます。 

（２）進捗管理 

〇「第二次計画」の策定後、その進捗管理等のため、ＰＤＣＡサイクルを踏まえた事業

計画（実施計画）を策定し、随時、見直しを行います。 

〇各施策の進捗状況については、定期的に町民のみなさまにお知らせするとともに、進

捗が思わしくない施策については、その原因を分析し、改善に努めます。 

○また、今後の社会情勢や町民の意識の変化に応じ、この計画に記載された施策自体に

ついても、必要に応じた見直しを行います。 

  

ＰＤＣＡサイクル 

Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）の４つの視点をプロセスの中に

取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジメント手法

のこと。 
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Ⅶ章 計画の実現に向けて

２.  連携・協働 

（１）国・県・周辺市町村との連携・協働 

①国・県との連携・協働 
〇国・県においても、事故・震災からの復興を加速させる各種構想や計画が策定されて

います。町としても、国や県による広域的な動きにもアンテナを高く張り、しっかり

と連携をしながら、「第二次計画」の実現を目指します。 

○また、国・県に対しては、必要に応じ、制度拡充、規制緩和等を求めるとともに、計

画の実現に向けた人材の確保や長期的な財政支援についても併せて求めていきます。 

 

②周辺市町村との連携・協働 
〇震災・事故からの復旧・復興については、双葉町の周辺自治体も類似の課題を抱えて

いますが、その中でも福島第一原子力発電所の立地町である双葉町は、町域の 96％が

帰還困難区域に指定されるとともに、町内への中間貯蔵施設の建設が予定されている

中、周辺の他市町村の復興を追いかける状態となっています。 

○こうした中、周辺市町村等の様々な事例から学ぶとともに、可能な限りの連携をし、

効果的な復興まちづくりの推進を図ります。 

○また、広域的な事務の実施やサービスの提供等、周辺自治体との効果的な連携・協働

を模索し、双葉町の復興の更なる加速化を目指します。 

○あわせて、町民が避難している自治体との連携についても引き続き密に取り、その支

援に取り組みます。 

 

（２）町⺠との協働・⺠間活⼒の積極的活⽤ 

〇町民の思いに根差したこの計画を実現していくために、町民と協働・連携し、計画を

推進していきます。 

〇復興支援員制度等を活用して、避難先でのコミュニティづくりを担う人材の確保・育

成をあわせて推進します。 

〇また、各種施策のより効果的な推進を図るため、さまざまな分野の学識者・専門家・

民間企業との協力・支援体制の構築に取り組みます。 
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３.  今後検討を進めるべき課題 
○経年劣化等を含めた各種インフラの被害状況や、避難指示解除後の帰還人口やその構成

など、現時点では見通しが不透明な事項も多く、現時点で全ての方針を決めることはで

きません。 

○こうした中、次に記載した課題等については、社会状況の変化や町民の意向の変化等を

踏まえながら、今後時期をみて、その方向性を検討していきます。 

 

（１）帰還計画の作成と、防災・避難計画の⾒直し等 

○本計画では双葉町の復興に向けた各種施策の整理をしましたが、実際の帰還に向けて

は、今後、具体的なスケジュールを整理し、帰還に向けての課題を一つずつクリアし

ていく必要があります。 

○このため、今後、帰還に向けた見通しが立ってきた段階で、具体的な帰還計画を作成

するとともに、新たな町の状況にあわせた防災・避難計画の見直し等について、検討

を行います。 

 

（２）各種の公共・公益施設の再開⽅針の整理等 

○双葉町役場、町立幼稚園、小・中学校、公民館・体育館、図書館、歴史民俗資料など

の町の公共・公益施設については、まずは施設の被害状況を調査するとともに、避難

指示解除後の帰還人口やその構成を見据えながら、その再開方針の整理・検討を進め

ます。 

○また、医療施設、介護施設等についても、町内の体制をどのようにしていくか、関係

機関と協議しながら調整を進めます。その際、施設整備のみならず、施設に従事する

人材の確保も大きな課題であることに留意します。 

○さらに、上記施設等の配置等を踏まえ、生活交通の在り方についても検討を行います。 

 

（３）帰町を⾒合わせる町⺠への⽀援・情報提供の在り⽅ 

○長い避難生活が続く中、避難先で新しいコミュニティを形成している町民も多く、双

葉町への一斉帰還は現実的ではありません。 

○帰町を迷っている方や、町へは帰らないと決めているという方について、避難指示の

解除後、当面の二地域居住の支援を含め、どのような支援や情報提供が必要となるか、

周辺市町村の事例から学びながら、検討を進めます。 

○少しでも双葉町に戻りたいと考えている方が、たとえ子供・孫の代であっても、双葉

町に戻れるよう、粘り強く取り組みます。 
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Ⅶ章 計画の実現に向けて

（４）新規転⼊者の受⼊れに向けて 

○双葉町を再興させていくためには、今後、町内や周辺での就労者等を新たな町民とし

て受け入れていく上での方針を整理するとともに、町の魅力の発信等、その推進方策

の検討を進める必要があります。 

○新規転入者を適切に受け入れ、双葉町に自然に溶け込んでもらうことにより町の再興

に繋げていきます。 

 

（５）さらなる復興加速化に向けた取組 

○双葉町の復興は、行政だけでも民間だけでも成しえません。行政と民間の協働により

町民の力を結集し、町民主体の復興まちづくりを推進していくための更なる方策につ

いて、検討を進めます。 

○双葉町復興のシンボルとなる事業やまちづくりの存在は、町の魅力を高める上で大き

な役割を果たすと考えられます。 

○例えば、福島県として強く推進している自然エネルギーの活用を取り入れたまちづく

り（スマートコミュニティ）は、福島第一原子力発電所の立地町でもある双葉町の新

たなシンボルとなり得るまちづくりの一つの案であると考えられます。 

 

 

４．今後の計画の⾒直しについて 
○第二次計画では、当面の５年間に特に焦点を当てながら、今後５～10 年程度かけて中

長期的に取り組む町の施策を取りまとめました。今後は、その後の双葉町の復興まち

づくりの進捗や社会状況の変化を踏まえて、遅くとも策定から５年後を目途に計画の

見直しを行い、町民の思いを受けながら、双葉町の復興まちづくりを粘り強く推進い

たします。 

 

 

 


